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評価調査結果要約表

１．案件の概要

国名：バングラデシュ人民共和国 案件名：小学校理数科教育強化計画フェーズ 2

分野：教育－初等教育 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：人間開発部基礎教育第一課 協力金額（評価時点）：約 3.84 億円

協力期間 （R/D）2010 年 8 月

2010 年 11 月～2016 年 9 月

（6 年間）

先方関係機関：

初等大衆教育省初等教育局（Directorate of Primary 
Education, Ministry of Primary and Mass Education: DPE, 
MOPME）

日本側協力機関：なし

他の関連協力：

JICA 協力プログラム「基礎教育の質の向上プログラ

ム」：貧困削減戦略（PRS）支援無償資金協力、個別専

門家、ボランティア

１－１ 協力の背景と概要

バングラデシュ人民共和国（以下、「バングラデシュ」と記す）政府は、1990 年に「万人の

ための教育」宣言の署名以来、ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals：MDGs）
ターゲット 2 の「全児童が初等教育を修了」の達成に向けて積極的な取り組みを実施してきた。

その結果、初等教育の純就学率を 93.9％（2009 年）まで高めることに成功した。しかし、義務

教育である初等教育の修了率は 54.9％（2009 年）に留まり、中途退学の問題もあり、教育内容、

教員訓練、教材等の改善を通じた児童の理解力の向上、出席率や修了率の向上等の、教育の質

の問題が大きな課題として認識されている。

バングラデシュ政府は、1998 年‐2003 年にはサブセクターワイド・プログラム、「第 1 次初

等教育開発プログラム（First Primary Education Development Programme：PEDP1）」が実施され、

小学校や教員リソースセンター等の建設、教員及び行政官の研修、教材開発、情報管理システ

ム構築などが行われた。この第 2 フェーズとして、更なる教育の質的向上を目的とし、2004 年

から 11 ドナーの支援のもと予算総額約 US$11 億の規模にて「第 2 次初等教育開発プログラム

（Second Primary Education Development Programme：PEDP2）：2004-2009）」を開始し、PEDP2
傘下で質の向上に係る技術協力をわが国政府に要請した。上記要請を受け、JICA は「バングラ

デシュ小学校理数科教育教科計画」技術協力プロジェクトを実施し、小学校理数科の教員研修・

授業の質の向上を目的として、2004 年 10 月から国立初等教育アカデミー（National Academy for 
Primary Education：NAPE）を主なカウンターパート（Counterpart：C/P）機関とし、算数、理科

の教員用参考書である教育パッケージ（Teaching Package：TP）の開発を支援した。開発された

TP は、バングラデシュ政府のみならず PEDP2 参加ドナーから高い評価を受け、PEDP2 のプー

ルファンドを活用し、全国の教員研修校及び小学校への配布を行った。

本案件は、上記案件のフェーズ 2 として、バングラデシュ政府の後継サブセクターワイド・

プログラムとなる「第 3 次初等教育開発プログラム（Third Primary Education Development 
Programme：PEDP3）：2010-2016）」のもとで、修了率、進級率、内部効率等に代表される質的

側面における改善をめざし、「小学校理数科教育強化計画フェーズ 2」が 2010 年 10 月から 2016
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年 9 月まで 6 年間の技術協力プロジェクトとして開始された。

本案件は、教員研修・授業改善の分野でフェーズ 1 の成果を定着・全国展開することにより、

バングラデシュ初等教育セクターの重点課題である「教育の質」の改善に貢献することを目的

とする。現在、プロジェクト実施期間の中間点にあたり、プロジェクト開始当初の教員研修を

中心とした活動から、カリキュラム・教科書改訂、コミュニケーション戦略支援等、プロジェ

クトの活動も広く展開されている。本調査において、プロジェクトの進捗状況や成果の発現度

合い・問題点などを確認すべく、中間評価を行う。

１－２ 協力内容

(1) 上位目標

小学校の算数・理科において新しい教授法に基づいた授業が定着する。

(2) プロジェクト目標

小学校の算数・理科において新しい教授法に基づいた授業*が実践される。

*フェーズ 1 で開発した Teaching Package の探求型授業、問題解決型授業を指す。

(3) 成果

1．小学校理数科教科書の内容が改善される。

2．教員研修の質が改善される。

3．新しい教授法実践のための関係者の意識改革・環境整備が行われる。

(4) 投入（評価時点）

日本側：

短期専門家派遣：23 名（112 人月）

研修員受入：10 名

機材供与：0.08 億円

ローカルコスト負担：0.49 億円

バングラデシュ側：

カウンターパート配置：DPE、NAPE、

NCTB 職員計 30 名

土地・施設提供：執務室（2 カ所）、

コピー機、インターネット接続、光熱費等

ローカルコスト負担：PEDP3 予算で実施

２．評価調査団の概要

調査者 日本側

総括 高橋 悟 JICA 客員国際協力専門員（教育）

協力計画 中村 真与 JICA 人間開発部基礎教育第一課

評価分析 首藤 久美子 有限会社アイエムジー 上席研究員

バングラデシュ側

Mr. Mahbubur Rahman 財務省経済開発局副局長

Md. Motasim Billah 初等大衆教育省シニア・アシスタント・チーフ
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Mr. Fazle Siddique Md. Yahya 初等教育局プログラム課長補佐

調査期間 2014 年 3 月 3 日～3 月 16 日、4 月 1 日～4 月 18 日 評価種類：中間レビュー

３．評価結果の概要

３－１ 実績の確認

(1) 投入

日本側、バングラデシュ側とも投入は計画どおり行われた。特に本邦研修については、

NCTB 職員やダッカ大学の教官が、国際レベルの理数科カリキュラムや教科書について学

ぶ有意義な機会となっており、研修効果の高さが確認されている。また、バングラデシュ

側の負担として、DPE と NCTB 内にプロジェクト用の執務室が提供されているが、これら

の主要 C/P 組織内での執務室の提供は、プロジェクトと C/P 機関との密なコミュニケーシ

ョンや情報共有に大きく寄与している。

(2) 成果

＜成果 1＞
現在、プロジェクトは小学校 1～3 年生用の教科書に新しい授業法のエッセンスを盛り込

むべく改訂版を作成している所であり、2014 年 5 月末までに改訂版教師用指導書も含めて

完成させる予定である。1 年後には小学校 4、5 年生用の教科書・教師用指導書の改訂を計

画している。今後、改訂された教科書のレビューや、教科書・カリキュラム改善に係るセ

ミナーについては継続的に行われていく予定で、計画どおり活動が進めば、プロジェクト

期間内に成果 1 は十分産出する見込みである。

＜成果 2＞
教員研修には大きく分けて、教員養成ディプロマ課程（Diploma in Education：DPEd）（多

くの無資格の現職教員を含む参加）と、現職教員がスキル向上のために受講する多種多様

な研修とがある（1 回限りのものと、定期的に繰り返されるものとがある）。DPEd 研修に

関しては、理数科教材（教科書・指導書）開発支援がプロジェクトにより実施された結果、

研修の質が相当程度向上しつつある。また、後者の研修に関しても、授業研究1の手法が全

国的に紹介されたり、現場の教員のニーズに基づいた研修が実施されたりするなど、プロ

ジェクトの支援の結果、様々な新手法が全国的に導入されつつある。これらの研修は、開

始後まだわずかな期間しか経過していないため、研修の質向上の変化を実際に確認するに

は更に時間を要する。今後、各種研修の効果が実際に確認できれば、プロジェクト終了ま

でに成果 2 は達成できると思料される。

＜成果 3＞
校長・教員、郡リソースセンター（Upazila Resource Center：URC）インストラクター、

郡教育事務所長補佐（Assistant Upazila Education Officer：AUEO）等の現場の小学校関係者

に対する意識改革への働きかけとして、マスメディアを中心とした広報活動を PEDP3 のサ

                                                       
1 授業研究とは、複数の教員が授業を批判的、かつ協力して観察し、反省して改善をしていく活動である（Saito, 2012）。教室

における授業改善だけでなく、教員、児童、場合によっては保護者を巻き込んで、学びに関する学校文化を変えていく可能
性を持っているとされている（Saito et. al., 2014）。
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ブコンポーネント 2.1.5.「コミュニケーションとソーシャルモービライゼーション」活動

への支援として行ってきた。プロジェクトは、これらの活動によって得られた様々な気付

きをまとめた「2012－2013 年 PEDP3 コミュニケーション活動小学校理数科教育強化計画

フェーズ 2（JICA Support Program2：JSP2）レポート」を DPE に提出している。現在、小

学校への巡回による授業研究指導・モニタリングが実施されているが、こうした教育現場

への働きかけ強化により、成果 3 の産出に向けた活動が進展していく予定である。

(3) プロジェクト目標の達成度

教育現場で新たな教授法導入に対する意欲が高まりつつあるが、プロジェクト目標はま

だ達成途中段階である。プロジェクト期間中にプロジェクト目標は一定程度達成されると

見込まれるが、残り期間では、モニタリングとメンタリング強化により、授業の改善に向

けた小学校レベルでの活動に特に力を入れた取り組みが求められる。

(4) 実施プロセス

・PDM 改訂

PEDP3 のニーズに合わせてプロジェクト開始時のプロジェクト・デザイン・マトリック

ス（Project Design Matrix：PDM）は柔軟かつ大幅に改訂され、改訂版の PDM1 が 2014 年 2
月 18 日に承認された。PDM はプロジェクト関係者の共通のプラットフォームであり、こ

れにより関係者全員がプロジェクトの方向性について共通認識を持つことが可能になる。

・ハルタル頻発による影響

2013 年後半にハルタル（ゼネスト）が頻発したために、PEDP3 が行う各種教員研修の実

施が遅延した。プロジェクトとして適切な対応を取ったものの、研修効果を測定するため

の各種調査の実施に影響が及んだ。

３－２ 評価結果の要約

・妥当性

妥当性は高い。プロジェクトはバングラデシュの開発政策や初等教育のサブ・セクタープロ

グラムである PEDP3 に適切に整合しているほか、日本の対バングラデシュ政府開発援助

（Official Development Assistance：ODA）政策にも合致している。理数科教育の質の向上という

日本の比較優位性を生かした活動を柱にし、更に、ターゲットグループの課題を適切に特定し

たうえで活動を展開している。加えて、PEDP3 の目標に向けて、貧困削減戦略（Poverty Reduction 
Strategy：PRS）支援無償資金協力、個別専門家や青年海外協力隊等、JICA 協力プログラム「基

礎教育の質の向上プログラム」にて実施されているスキームや PEDP3 内の他ドナーとリンクし

た活動を展開しており、プロジェクトデザインの妥当性も高い。

・有効性

有効性は比較的高い。プロジェクトは、国家カリキュラム教科書委員会（National Curriculum 
and Textbook Board：NCTB）や NAPE に対して小学校教科書改訂や DPEd 研修の教材開発への

技術支援を実施し、授業の質の向上実現に貢献している。DPE が実施する研修によって、初等
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教員訓練校（Primary Teacher Training Institute：PTI）教官と小学校教員の能力が向上したことも

確認できている。一方で、小学校の現場では新教授法の理解が十分ではなく、実際の授業で新

教授法はまだ浸透していない。プロジェクト期間中にプロジェクト目標を達成することはでき

ると見込まれる。

・効率性

効率性は中程度。両国からの投入は予定どおり実施されている。プロジェクト開始後約 2 年

間で蓄積された、PTI と小学校との連携強化活動が、一部 PEDP3 の活動に採用され、全国展開

がなされているが、その知見の活用は限定的な範囲に留まっている。その理由は、全国規模の

教員研修アクションプランの実施支援を優先させる必要が生じたためである。このように活動

の重点が変更になったことや、ハルタルの影響から、効率性が一部低下した。他方、これまで

に得られた知見や経験は、今後さらに各種研修の実施に際して活用されうると思われる。

・インパクト

インパクトは今後高くなると見込まれる。探求型の学習を促す小学校教科書、DPEd 教科書・

指導書がプロジェクトにより作成されており、DPEd 教科書・指導書に関しては既に PTI の授

業で活用されている。これらの教材は、前者は全国の小学校教員・児童の手に、後者は全国の

有資格教員となる者の手に渡ることから、プロジェクトがバングラデシュの理数科教材の質の

向上に与えるインパクトは増大することが見込まれる。また、授業研究に関する研修が全国的

に実施されつつあり、この点も本プロジェクトのインパクトの増大に寄与するものと考えられ

る。

・持続性

持続性は中程度。バングラデシュの初等教育改善に向けた政策的、組織的取り組みは、長年

にわたる PEDP1～PEDP3 の確実な実施に代表されるように強固で、持続性が高い。他方、財政

的持続性については、PEDP3 の年次計画（Annual Operation Plan：AOP）に記載された活動に対

して確実に予算が付与されるように努めるべきである。技術面の持続性については、主要カウ

ンターパート機関である DPE、NCTB、NAPE はそれぞれ異なる状況にある。DPE については、

現在プロジェクトは DPE 訓練課とほぼ一体となった取り組みをしている。そのため、訓練課職

員の技術力や知識は実地訓練（On-the-Job Training：OJT）により向上しつつあるが、今後は、

中央・地方両方での研修モニタリング・メンタリング活動を、他部署や地方組織と連携を取り

ながら強化していくと持続性はより高くなるだろう。NCTB、NAPE については、職員の本邦研

修参加による大きな知識向上の変化が確認されている。その一方で、その知識を業務に活用す

る機会は、現状としてはそれほど多いとは言えないため、今後、この 2 組織に関しては、PEDP3
の枠組みの中で、より一層強いリーダーシップを発揮して活動に取り組んで行くことが期待さ

れる。

３－３ 効果発現に貢献した要因

・計画内容に関すること

PEDP3 に対する協力プログラムとして、本プロジェクト実施と共に、個別派遣専門家（初等
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教育アドバイザー）の DPE への派遣が同時期に実施されている。アドバイザーは、本プロジェ

クトを PEDP3 と整合するように案件形成を行った。

・実施プロセスに関すること

プロジェクトは、個別派遣専門家との日常的な情報共有により、教育の質向上にかかわる

PEDP3 の最新動向等をいち早く理解することができている。

また、PEDP3 に対する協力プログラムとして、本プロジェクト実施と共に、常時 10 名程度

の JICA ボランティア（小学校教諭）が全国の PTI に派遣されている。ボランティアからの情

報により、プロジェクトはより正確に PTI での研修実施状況や小学校での課題について把握す

ることができ、それに対する対応策を講じることが出来ている。また、ボランティアは、プロ

ジェクトが推進する授業研究等の手法を現場レベルで普及する努力を続けていて、PTI 及び小

学校レベルでのより良い指導法の定着に貢献している。

DPE 及び NCTB 内に設置されたプロジェクトの執務室が、C/P 組織との密なコミュニケーシ

ョンや情報共有を大きく促進している。

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因

・計画内容に関すること

該当なし。

・実施プロセスに関すること

2013 年後半に頻繁に発生したハルタル（ゼネスト）により、プロジェクト効果を測定するた

めの各種調査の実施が遅延した。

３－５ 結論

これまでの進捗状況から判断して、プロジェクト目標は、終了時までに比較的高いレベルで

達成される見込みである。これまで、小学校教科書の改訂支援や、DPEd 教材作成・教員研修

支援等の活動が精力的に展開されてきた。今後は、PEDP3 が改訂された教科書の配布や、全国

の PTI における DPEd の本格実施、教員教育開発（Teacher Education and Development：TED）

アクションプランに従った研修の実施を行っていく予定である。このように、プロジェクトは

PEDP3 と軌を一にしながら、プロジェクト目標を達成していく見込みである。その効果をより

高めるためには、各種教育研修の記録を徹底したり、研修効果測定を行ったり、適切な改善作

業を行う等、教育の質向上に向けたモニタリングとメンタリングを重視した活動を展開するこ

とが求められる。これは、PEPD3 の目標である「質の高い教育の完全普及」達成にも大きく寄

与する。

３－６ 提言

(1) 教科書・教師用指導書の再改訂作業の完了

プロジェクトと NCTB は小学校教科書（1～3 年生用算数及び 3 年生用理科）の再改訂作

業を、2014 年 4 月末までに、続いて教師用指導書の再改訂作業を 2014 年 5 月末までに完

了する。その後は、NCTB による小規模・大規模試行の結果を考慮しながら 4、5 年生用の
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理数科教科書・教師用指導書の再改訂を開始し、2015 年 5 月末までに完了させる。再改訂

された教科書・教師用指導書は、最終化され、小学校に配布されたのち、使用されるよう

にする。

(2) 教員研修の強化

(2)－1．研修の予算獲得と実施

TED アクションプランで掲載されている研修を確実に実施するために、PEDP3 の年次

計画実施のための予算を獲得する。MOPME と DPE はこの予算手続きを円滑に進め、遅

延なく研修を準備し実施すべきである。

(2)－2．研修記録と研修効果の測定

DPE は、研修効果を確実なものとするために、研修の記録を付け、研修のモニタリン

グを行うよう、PTI、URC、郡教育事務所（Upazila Education Office：UEO）に明確な指

示を出す。さらに DPE は、バングラデシュの授業・学習を向上させるため、研修の効果

を測定・分析する。

(3) 学校レベルでの授業研究実施への支援

DPEは授業の質及び児童の学習向上のために授業研究が有効な手法であると認識してい

るが、プロジェクトは授業研究が小学校で定着するよう、教員への巡回指導や授業研究に

係る実践的研修を通じて DPE をより一層支援する。

(4) 広報活動で得られた知見の活用

DPE は現在 PEDP3 のコミュニケーション戦略の最終化中であるが、プロジェクトの広

報活動で得られた優良実践事例や啓発用教材（テレビドラマ）等を活用し、小学校で新た

な教授法を広めるための現場環境を整える。

(5) PEDP3 の教育の質ワーキンググループとの関係強化

プロジェクトは主に PEDP3 のコンポーネント 1 の下で活動を実施しているため、活動、

成果、アウトカムは PEDP3 の教育の質ワーキンググループがめざすものと方向性を同じく

すべきである。そのため、プロジェクトは今後も教育の質ワーキンググループとより密接

かつ定期的に連絡を取り合っていく。

(6) PDM の改訂

PDM1 に 5 つの軽微な修正を施す。第 1 に、対象地域をバングラデシュ全土とする。第

2 に、ターゲットグループから「対象 PTI の周辺小学校」を削除する。第 3 に、最終受益

者を小学校の教員と児童とする。第 4 に、成果 2 の 3 番目の指標に数値目標を設定する。

第 5 に、成果 3 の活動の 1 つとして、学校レベルでの授業研究実施支援を追加する。なお、

上位目標の指標の数値目標に関しては終了時評価調査の前までに設定する。
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３－７ 教訓

(1) 技術協力プロジェクトを相手国セクタープログラムに整合させるメリット

本技術協力プロジェクトは PEDP3 の枠組みの中で実施されているが、バングラデシュの

サブ・セクタープログラムの中でそのような技術協力が行われることは、日バ両国にとっ

て有益である。本プロジェクトは、理数科教育と、授業研究に代表される授業改善の実践

的手法に関して強みを有している。PEDP3 の下でプロジェクトが実施されることにより、

プロジェクトのこうした専門的知見が、全国規模の各種教育の質改善取り組みや活動に効

率よく普及、適用、活用されうる。つまり、プロジェクトが単体として行われるよりも、

より大きなインパクトを得ることが可能となる。同様にセクタープログラムである PEDP3
も、提供する教育サービスの質が向上するため、より大きな便益を享受することができる

ようになる。

(2) PEDP3 の動向に応じた PDM の柔軟な変更

PEDP3 の枠組み中で実施されている技術協力プロジェクトとしては、その活動範囲を

PEDP3 の変転するニーズに応じて柔軟に変えていくことが求められる。これまで実施され

た PDM の改訂も、プロジェクトが PEDP3 の目標達成により大きく貢献できるようにする

ために行われたものである。その一方で、人的・財政的に投入できる資源は限られている

ことから、JICA の強みと協力妥当性を踏まえ、軸のぶれない活動を実施していくことも肝

要である。

(3) 本邦研修の戦略的活用

これまでプロジェクトにおいて重要な役割を担う 10 名の C/P が本邦において国別研修

「バングラデシュ教科書・カリキュラム」に参加した。同参加者は、世界標準の教科書・

カリキュラムに直接触れるとともに、小学校理数科教育に係る最新の国際潮流について学

ぶことができた。帰国後、彼らはより有能かつ自信を持って業務に取り組めるようになり、

プロジェクトの実施に大きな貢献をするようになった。このような能力強化はバングラデ

シュ国内での技術指導だけでは得難いものである。本邦研修に際しては、適切な人選と、

参加者のニーズに合ったきめ細かい研修をデザインすることが、その後のプロジェクトの

効果発現への大きな鍵となる。

(4) JICA 協力プログラムの相乗効果

JICA 協力プログラム「基礎教育の質の向上プログラム」では、PEDP3 に対し、PRS 支

援無償資金協力、技術協力プロジェクト、個別専門家（初等教育アドバイザー）、ボランテ

ィア（青年海外協力隊）の派遣を実施している。PRS 無償は PEDP3 に対する財政支援であ

り、JICA がドナーコンソーシアムの一員になることを可能ならしめた。その他 3 つの技術

協力スキームは互いに協力し合い、包括的かつ相互補完的な支援を実施している。同プロ

グラムは政策と現場の実践をつなぐ役割を果たしているほか、中央・地方の両方で相乗効

果を生み出している。このように、JICA の協力プログラム全体として、PEDP3 の目標達

成に大きく貢献している。
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３－８ フォローアップ状況

・現在、PEDP3 では、PEDP3 実施期間を 1 年間延長（2017 年 7 月まで）することや、義務教

育を現在の 5 年生から 8 年生まで延伸することが検討されている。今後、こうした PEDP3
の動きを注視し、プロジェクトとしての対応を検討して行く必要がある。

・上位目標の 2 つの指標についてはまだ数値目標が定められていない。今後のプロジェクトの

進捗状況を見ながら、終了時評価までに運営指導調査等で目標値を設定していく必要がある。
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第１章 評価調査の概要

１－１ 調査団派遣の経緯と目的

バングラデシュ政府は、1990 年に「万人のための教育」宣言の署名以来、MDGs ターゲット 2
の「全児童が初等教育を修了」の達成に向けて積極的な取り組みを実施してきた。その結果、初

等教育の純就学率を 93.9％（2009 年）まで高めることに成功した。しかし、義務教育である初等

教育の修了率は 54.9％（2009 年）に留まり、中途退学の問題もあり、教育内容、教員訓練、教材

等の改善を通じた児童の理解力の向上、出席率や修了率の向上等の、教育の質の問題が大きな課

題として認識されている。

バングラデシュ政府は、1998 年～2003 年にはサブセクターワイド・プログラム、「PEDP1」が

実施され、小学校や教員リソースセンター等の建設、教員及び行政官の研修、教材開発、情報管

理システム構築などが行われた。この第 2 フェーズとして、更なる教育の質的向上を目的とし、

2004 年から 11 ドナーの支援のもと予算総額約 US$11 億の規模にて「PEDP2：2004-2009」を開始

し、PEDP2 傘下で質の向上に係る技術協力をわが国政府に要請した。上記要請を受け、JICA は

「バングラデシュ小学校理数科教育教科計画」技術協力プロジェクトを実施し、小学校理数科の

教員研修・授業の質の向上を目的として、2004 年 10 月から NAPE を主な C/P 機関とし、算数、

理科の教員用参考書である教育パッケージ（Teaching Package）の開発を支援した。開発された

TP は、バングラデシュ政府のみならず PEDP2 参加ドナーから高い評価を受け、PEDP2 のプール

ファンドを活用し、全国の教員研修校及び小学校への配布を行った。

本案件は、上記案件のフェーズ 2 として、バングラデシュ政府の後継サブセクターワイド・プ

ログラムとなる「PEDP3：2010-2016」のもとで、修了率、進級率、内部効率等に代表される質的

側面における改善をめざし、「小学校理数科教育強化計画フェーズ 2」が 2010 年 10 月から 2016
年 9 月まで 6 年間の技術協力プロジェクトとして開始された。

本案件は、教員研修・授業改善の分野でフェーズ 1 の成果を定着・全国展開することにより、

バングラデシュ初等教育セクターの重点課題である「教育の質」の改善に貢献することを目的と

する。現在、プロジェクト実施期間の中間点にあたり、プロジェクト開始当初の教員研修を中心

とした活動から、カリキュラム・教科書改訂、コミュニケーション戦略支援等、プロジェクトの

活動も広く展開されている。本調査において、プロジェクトの進捗状況や成果の発現度合い・問

題点などを確認すべく、中間評価を行う。

１－２ 調査団の構成と調査期間

調査団の構成は以下のとおり。

表－１ 調査団の構成

団内担当分野 氏 名 所属・役職

総括 高橋 悟 JICA 客員国際協力専門員（教育）

協力企画 中村 真与 JICA 人間開発部基礎教育第一課職員

評価分析 首藤 久美子 有限会社アイエムジー 上席研究員
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2014 年 1 月に文献調査や国内における関係者インタビューを開始し、その後、以下のスケジュ

ールで現地調査を行った。

第 1 次現地調査：2014 年 3 月 3 日（月）～16 日（日）（14 日間）

第 2 次現地調査：2014 年 4 月 1 日（火）～18 日（金）（18 日間）

国内における分析・考察作業を経て、本稿は 2014 年 5 月に取りまとめられた。詳しい現地調

査スケジュールについては「付属資料 1．調査日程」を参照のこと。

なお、主要な情報収集は第 2 次現地調査にて行い、第 1 次現地調査では補足的な情報収集を行

った。その理由は、第 1 次現地調査は、本調査と同時期に行われた「バングラデシュ国教育セク

タープログラムにおける JICA 基礎教育の質の向上プログラム成果分析」調査を主目的として実

施されたためである。

１－３ 対象プロジェクトの概要

１－３－１ プロジェクトの要約

PDM 最新版であるバージョン 1（2014 年 2 月署名）に記載されたプロジェクトの要約は以下

のとおり。

上位目標

小学校の算数・理科において新しい教授法に基づいた授業が定着する。

プロジェクト目標

小学校の算数・理科において新しい教授法に基づいた授業*が実践される。

*フェーズ 1 で開発した Teaching Package の探求型授業、問題解決型授業を指す。

成果

1．小学校理数科教科書の内容が改善される

2．教員研修の質が改善される

3．新しい教授法実践のための関係者の意識改革・環境整備が行われる

活動

［成果 1 に関する活動］

1-1 教科書の草案を作成する

1-2 改訂された教科書の試行実施（トライアウト）を支援する

1-3 改訂された教科書のレビューを行う

1-4 教科書・カリキュラム改訂プロセスにおいて NCTB に技術的助言を行う

1-5 教科書・カリキュラム改善に係るセミナーを開催する

1-6 教科書改訂に関し、PEDP3 への進捗報告、情報共有、関係者との連携を行う
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［成果 2 に関する活動］

2-1 DPE の Teacher Education and Development Action Plan（TED アクションプラン）の策定・

レビューを支援する

2-2 理科・算数の初等教育ディプロマ課程（Diploma in Education：DPEd）のカリキュラム・

教科書開発を支援する

2-3 現職教員研修プログラムの改訂と実施を支援する

2-4 PTI クラスターにおいて教員間のネットワーク強化のためのパイロット活動を実施す

る

2-5 全国の PTI 校長・理数科教官を対象としたフォローアップ研修を実施する

2-6 教員研修に関し、PEDP3 への進捗報告、情報共有、関係者との連携を行う

［成果 3 に関する活動］

3-1 教員研修及び広報用として授業改善を促進するためのドラマや資料を作成する

3-2 PEDP3 のコミュニケーション戦略策定を支援する

3-3 様々なメディア通じて、PEDP3 の取り組みに関する情報を発信する

3-4 新しい教授法の実践上の問題点を抽出し、解決策を提言する

１－３－２ プロジェクト期間

2010 年 11 月～2016 年 9 月（約 6 年間）

１－３－３ プロジェクト実施機関

初等大衆教育省初等教育局（DPE）

１－３－４ 対象地域

全国初等教員訓練校（PTI）

１－３－５ 対象グループ

ターゲットグループ： MOPME、DPE、NAPE、NCTB、PTI、URC、UEO、対象 PTI の周辺

小学校

１－３－６ 最終受益者

PTI 教官・訓練生、小学校教員、小学校児童（小学校 1 年から 5 年を範囲とする）
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第２章 評価の方法

２－１ 評価手法

プロジェクト開始から約 3 年半が経過し、これまで、期待される成果がどれだけ生み出されて

いるかを振り返る時期を迎えた。中間レビューの目的は、プロジェクトのこれまでの進捗状況や

成果の達成状況を客観的に評価することである。プロジェクト終了時までにどの程度プロジェク

ト目標を達成することができるかについても予測を行う。さらに、評価の結果に従い、当初計画

を見直す必要があるかどうか、あるいは運営体制をどのように強化していくべきかなどについて

提言を行う。

本終了時評価では、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」（2010 年 6 月）に従い、プロジェ

クトの実績と実施プロセスを把握した後、以下の評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパ

クト、持続性）の観点から分析を行った。

①妥当性（relevance）
プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者のニーズに合

致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政策との整合性はある

か、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金である ODA で実施する必要があ

るかといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。

②有効性（effectiveness）
プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされているのか（あ

るいは、もたらされるのか）を問う視点。

③効率性（efficiency）
主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているか（あるい

はされるか）を問う視点。

④インパクト（impact）
プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を見る視点。予

期していなかった正・負の効果・影響を含む。

⑤持続性（sustainability）
援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持続の見込み

はあるか）を問う視点。

本評価はプロジェクト折り返し時点での中間レビュー調査のため、④インパクト、⑤持続性に

関しては、評価時点での予測となっている。

評価実施に際し、プロジェクト管理のための要約表である PDM に基づき、計画の達成状況や

達成見込みを調べるための評価グリッド（付属資料 2）を作成し、具体的な評価設問を定めた。

本プロジェクトでは、プロジェクト開始前に作成された PDM バージョン 0 から 1 度の改訂を

経て、調査実施時点で PDM バージョン 1（2013 年 8 月 20 日作成、2014 年 2 月 18 日署名）を使

用していた。したがって、中間レビューでは、最新版 PDM である PDM バージョン 1 に基づいて

情報を収集・分析した。
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２－２ データ収集・分析方法

調査では、様々な情報源から、複数のデータ収集手法を用いて情報収集を行った。調査手法及

び情報源のトライアンギュレーションが可能となり、調査の信頼性を高めることができるからで

ある。

今回の調査、特に現地調査では、定量的なデータとともに、定性的な情報の収集にも注力して

いる。定量的なデータは既存の資料で既にある程度入手可能だったのに対し、定性的な情報、特

にプロジェクト実施にあたっての貢献要因・阻害要因といった詳細な情報については、現地調査

における情報収集が不可欠だったからである。したがって、インタビュー、フォーカス・グルー

プ・ディスカッション、観察、そして自由記述欄を多く設けた質問票調査など、定性的な情報を

引き出すための手法を中心に調査がなされた。以下の表に、調査手法と情報源をまとめ、主要な

面談者については、付属資料 3 に記した。

表－２ データ入手手段と情報源

データ入手手段 情報源

文献・資料調査 政策文書、プロジェクト関連資料、プロジェクト報告書、各種会議議事録等

質問票調査 プロジェクト専門家

インタビュー プロジェクト専門家、C/P、バングラデシュ政府関係者、PEDP3 関係者（バ

ングラデシュ政府関係者、国際協力機関等）

観察 ジョソール、マイメンシン、ロングプール、ニルファマリ、コミラ PTI
教科別研修（算数）、ニーズに基づいたサブクラスター研修の様子

文献・資料調査は、主に現地調査前に国内で行い、プロジェクトのアウトプットと実施プロセ

スを中心に確認した。また、現地調査開始前に質問票をプロジェクト専門家 5 名に対し電子メー

ルで配布し、調査団の現地入り前に質問票を回収した。現地入りしてからは、質問票配布先やそ

の他関係者に対してインタビューを行い、補足情報の収集を行った。質問票の配布先でない政府

関係者等に対しても、それぞれ 1 時間程度のインタビューを行った。

評価者は小学校教員を対象にした教科別研修（算数）や、ニーズに基づいたサブクラスター研

修の様子も観察し、研修ファシリテータや研修参加者（小学校教員）といった関係者へ臨機応変

にインタビューを行いながら定性データを中心に情報収集した。

上記のデータ収集により得られた情報は、「２－１ 評価手法」で示した評価 5 項目ごとに分

析された。最終的なデータの分析結果は、「第４章 評価結果」に示した。

２－３ 評価調査の制約・限界

時間や資源の制約からすべての専門家や C/P に対してインタビューを行うことは不可能だっ

た。そのため、文献調査によって関連情報を収集したりして、サンプルの偏りの問題を克服する

ようにした。

調査では、プロジェクト実施に直接携わっている多数の C/P 職員やプロジェクト専門家から情

報を得ることができたので、調査枠組みの中で得られた収集情報は一定の信頼性と妥当性を維持

しているといえる。
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第３章 プロジェクトの実績

３－１ 投入実績

３－１－１ 日本側の投入

(1) 専門家派遣

プロジェクト開始時より、理科・算数教育、教授法、授業改善、カリキュラム開発とい

った 23 の分野で短期専門家が派遣されてきた。調査までに投入された専門家は約 112 人月

である。C/P へのインタビューでは、プロジェクト専門家はみな理数科の高度な専門知識

を備えているという評価が定着していた。

(2) 研修員受入れ

これまで NCTB 初等カリキュラム部門のカリキュラム専門官・調査官、ダッカ大学研究

者等 10 名の C/P が本邦（広島、東京）で行われた国別研修「バングラデシュ教科書・カ

リキュラム」に参加した。研修の主な目的は、理数科教育における児童中心型教育の理論・

実践や、日本における教科書開発の実際を理解させることであった。本邦研修では、参加

者は世界標準のカリキュラム・教科書に触れることができ、「新たな世界を知った」とい

うような感想を述べる C/P が多かった。

(3) 供与機材

パソコン、LCD モニター、コピー機、デジタルカメラ等、総額 8,481,050 円分の機材が

これまで供与された。これらの機材は日常的に使用されており、維持管理状況もおおむね

良好である。

(4) 現地活動費

第 3 年次末までに 48,725,000 円が現地活動費として支出された（表－３）。

表－３ 現地活動費

1 年次 2 年次 3 年次 計

13,816,000 円 16,680,000 円 18,229,000 円 48,725,000 円

３－１－２ バングラデシュ側の投入

(1) 人員配置

DPE、NCTB、NAPE の職員計 30 名が C/P として活動し、専門家から技術移転を受けて

いる。C/P はみなプロジェクト活動を行うに十分な能力を有しているが、特に DPE と NCTB
の職員については、他業務で多忙であり、タイムリーなプロジェクト活動の遂行が困難に

なる局面もある。

(2) 土地・建物・設備

これまで、DPE、NAPE、NCTB がプロジェクトの執務スペースを提供してきた。現在、

プロジェクトは、DPE と NCTB の 2 カ所で執務スペースを使用している。また、DPE は執
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務スペースで使用する発電機をプロジェクトに対して無償で貸与している。

(3) ローカルコスト負担

DPE と NCTB は、プロジェクトの執務スペースで使用する電気代、水道代、電話料金を

負担している。

バングラデシュ政府は、PEDP3 全体の活動コストとして、これまで 7 万 3,900 ドルを負

担している。プロジェクト活動に必要な運営コストは、PEDP3 コストと不可分なため、別

途算出することは不可能であった。

３－２ アウトプットの実績2

３－２－１ アウトプット 1 の達成状況

アウトプット 1 は「小学校理数科教科書の内容が改善される」である。

アウトプット 1 を達成するため、教科書の起草、改訂版教科書の小規模・大規模試行、改訂

版教科書の見直し、NCTB に対するカリキュラム・教科書改訂プロセスへの技術支援、セミナ

ーの開催、PEDP3 や関連機関に関する情報共有といった活動が、計画どおり行われている。

例えば、プロジェクトはバングラデシュ国内の教科書作成関係者に対してカリキュラム開発

のセミナーやワークショップを継続的に開催しており、これまで 256 名の参加者が受講した。

アウトプット 1 では以下の 2 つの指標が設定されている。以下、指標ごとに達成状況を分析

する。

指標 1-1.「改訂された小学校算数と理科の教科書に新しい教授法の要素が反映されている。」（達

成度：高）

指標 1-2.「改訂された小学校算数と理科の教師用指導書に新しい教授法の要素が反映されてい

る。」（達成度：高）

ここで言う「改訂」とは、厳密に言うと「再改訂」（現地では英語で refinement と呼んでいる）

を指している。バングラデシュ国内としての公式な改訂作業は、2012 年に首相命令により

PEDP3 の当初の AOP よりも大幅に前倒しに実施された。この突然の首相命令では、小学校 1
年生から 5 年生までの教科書が十分な時間を掛けることなく一気に改訂されたため、内容的に

不十分なままで配布されることとなった。そのため、内容やレイアウト等を追加的に修正する

必要が生じた。プロジェクトは、こうした突然の改訂作業が発生する前より、継続して教科書・

教師用指導書作成関係者に対して学術的・技術的提言を行ってきたが、2012 年にはそれらの提

言はほとんど採用されることなく改訂作業が修了した。その後、PEDP3 として教科書の再改訂

を行うことが合意され、プロジェクトは小学校 1 年生から 3 年生までの理数科教科書の再改訂

に取り組むこととなった3。教科書は 2014 年 5 月末には校了し、印刷される予定である。4 年

                                                       
2 達成状況のレーティングは、「高」「中」「低」の 3 段階とした。「高」は、プロジェクトの中間時期に期待される目標値に十
分達していること、「中」は、部分的に達していること、「低」は、達成度が低いことをそれぞれ示す。

3 バングラデシュでは、小学校 1、2 年生の理科の授業はないので、理科については小学校 3 年生の教科書のみ再改訂作業を行
っている。
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生、5 年生の理数科教科書については、現在の 1～3 年生の作業が終わり次第取り組む予定で、

2015 年 5 月の完成をめざしている。

このように、プロジェクトが教科書改訂に関して学術的、技術的に大きく貢献したことや、

現在の改訂作業の進捗状況を考えると、アウトプット 1 は早ければ 2015 年 5 月には達成され

る見込みである。

アウトプット 1 についてのまとめ：現在、プロジェクトは小学校 1～3 年生用の教科書に新

しい授業法のエッセンスを盛り込むべく改訂版を作成している所であり、2014 年 5 月末までに

改訂版教師用指導書も含めて完成させる予定である。1 年後には小学校 4、5 年生用の教科書・

教師用指導書の改訂を計画している。今後、改訂された教科書のレビューや、教科書・カリキ

ュラム改善に係るセミナーについては継続的に行われていく予定で、計画どおり活動が進め

ば、プロジェクト期間内に成果 1 は十分産出する見込みである。

３－２－２ アウトプット 2 の達成状況

アウトプット 2 は「教員研修の質が改善される」である。

これまで、プロジェクトは、PTI を中心とした様々な研修を開催してきた。このほかに、DPE
による TED アクションプラン4の策定を支援したり、DPEd の算数・理科教材（リソース・マテ

リアル5）やカリキュラムを開発・改訂したり、そしてこれらの活動進捗を PEDP3 に報告した

りといった活動を続けてきた。

現在、プロジェクトは DPE 訓練課が全国的に実施する TED アクションプランの計画、実施、

モニタリングを積極的に支援している。いくつか例を挙げると、「授業研究6を通じた教員支援

ネットワーク7」、「ニーズに基づいたサブクラスター研修」、「教科別研修（算数・理科について

プロジェクトが支援）」、「校長に対するリーダーシップ研修8」、「隔週学校ミーティング」等で

あり、これらの研修内容やカリキュラム・教材に対してプロジェクトが深く指導や助言を行っ

ているほか、研修モニタリングも実施している。

プロジェクトはいくつかの研修に関しては、研修教材開発において中心的な役割を果たして

いる。また、約半年前に「授業研究実施戦略」という名の授業研究の実践マニュアルをプロジ

ェクトが起草したが、これは、現在全国展開が進められている授業研究の基本的な手引書とし

て、授業研究普及バナー等とともに多くの関係者に活用される見込みである。

なお、PEDP3 の予算で行われている TED アクションプラン支援のほかに、プロジェクトは

JICA の予算で毎年「PTI 校長フォローアップ研修」と「PTI 理数科教官フォローアップ研修」

を実施している。これらの研修は、PTI 職員にターゲットを絞って、教員研修の講師・ファシ

リテータとしての能力を向上させるために実施しているものである。

                                                       
4 プロジェクトが策定を支援した TED アクションプランは、2012 年 5 月に正式に DPE によって承認された。
5 理数科に関する教科の知識、教授法の知識及び PTI 教官マニュアル。
6 授業研究とは、複数の教員が授業を批判的、かつ協力して観察し、反省して改善をしていく活動である（Saito, 2012）。教室

における授業改善だけでなく、教員、児童、場合によっては保護者を巻き込んで、学びに関する学校文化を変えていく可能
性を持っているとされている（Saito et. al., 2014）。

7 授業研究を通じた教員支援ネットワークは、PEDP3 の AOP 番号 54（2012～2013 年）の活動として実施され、1,950 名のフ

ィールドレベル職員と、5,120 名の小学校教師（計 7,070 名）が 2013 年にこの研修を受講した。
8 2013 年は 1,250 名の校長に対して研修が実施された。
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以上がアウトプット 2 のための活動状況であるが、このアウトプットについては指標が 3 つ

設定されている。以下、指標ごとに達成状況を分析する。

指標 2-1.「新しい教授法が盛り込まれた DPEd の算数・理科の教科書・マニュアルが開発され

使用される」（達成度：高）

プロジェクトは、DPEd のカリキュラム、教科書、マニュアル開発に技術的・学術的支援を

実施しており、これら教材の質の向上に大きく寄与している。DPEd 教材の初版は、ユニセフ

（UNICEF）の財政支援を受けた現地 NGO が調達したローカルコンサルタントにより起草され

たが、算数と理科に関してはプロジェクト専門家が起草前に全体の枠組みや内容についてロー

カルコンサルタントに対して指示を与え、草案が仕上がった後も、十分精査のうえ、修正を施

した。この初版は 2012 年 7 月に開始した 7 カ所の PTI での第 1 バッチ DPEd 研修で使用された。

第 1 バッチ DPEd 研修を受講した受講生は、1,267 名で、2013 年 7 月から 2014 年 12 月にかけ

て行われている第 2 バッチ DPEd 研修の受講生は 4,986 名である。PEDP3 の定めでは、DPEd
教材の改訂は毎年行われることになっていて、プロジェクトは改訂作業に対して技術支援を行

っている。なお、第 1 回目の DPEd 教材改訂にあたっては、全国 PTI に配属されていた青年海

外協力隊もプロジェクト専門家とともに作業に加わり、算数教材のレビューや修正作業に従事

した。

DPEd の前身である初等教員資格（Certificate in Education：C-in-Ed）研修で使用されていた教

材と比較すると、DPEd の教材やカリキュラムは、探求型・問題解決型の新たな教授法を取り

込んだ、明らかに高品質の教材となっている。

プロジェクトは現在、DPEd を卒業した教員と、旧研修の C-in-Ed を卒業した教員とで、どの

ように授業の質が変わっているかを見るために、授業の様子をビデオ録画している。中間レビ

ュー時点では、まだ授業比較の結果が得られていなかったが、今後のプロジェクト期間中に、

これら 2 グループの教員の授業の違いが明らかになる見込みである。

指標 2-2.「PTI 理数科インストラクターの 50％が十分な研修実施・評価能力を持つようになる

（彼らがポスト・テスト結果で 7 割以上正解し、かつ授業評価結果が日本人専門家とほぼ同じ

になる）」（達成度：中）

2013 年 7 月に NAPE で実施された PTI インストラクター研修における、59 名の算数、55 名

の理科 PTI 教官のプレ・ポストテストの成績は以下のとおりだった（表－４）。目標値は 50％
以上であるため算数・理科ともに目標をほぼ達成した。
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表－４ PTI 教官のプレ・ポストテスト成績

プレ・テスト結果で 7 割以上

正解した PTI 教官の割合

ポスト・テスト結果で 7 割以上

正解した PTI 教官の割合

算数担当 PTI 教官（N=59） 5.1％ 42.4％

理科担当 PTI 教官（N=55） 0％ 49.1％

一方で、プロジェクトは、小学校教員の算数・理科の授業の様子をビデオ撮影し、それをプ

ロジェクト専門家と PTI 教官とが視聴し、それぞれルーブリックを用いて評価している。つま

り、PTI 教官がルーブリックを用いて適切に授業評価が行えるようになり、最終的に、2 者の

評価結果が同等の結果になることをめざしている。

中間レビュー調査の時点で得られたデータは、2013 年 7 月に実施された算数・理科それぞれ

2 つの授業のビデオ評価データである（表－５、表－６）。

表－５ PTI 教官とプロジェクト専門家による授業評価結果比較（算数）

授業 1

59 名の PTI 教官による

評価の平均

（PTI 教官フォローアッ

プ研修受講前）

59 名の PTI 教官による

評価の平均

（PTI 教官フォローアッ

プ研修受講後）

プロジェクト専門家

による評価

Achievement of 

Learning Outcomes
2.52 2.45 2.00

Quality of Teaching 2.55 2.38 2.00

Quality of Student’s 

Learning
2.52 2.19 1.75

計 7.46 7.02 5.75

授業 2

59 名の PTI 教官による

評価の平均

（PTI 教官フォローアッ

プ研修受講前）

59 名の PTI 教官による

評価の平均

（PTI 教官フォローアッ

プ研修受講後）

プロジェクト専門家

による評価

Achievement of 

Learning Outcomes
2.64 2.39 2.00

Quality of Teaching 2.50 2.34 1.50

Quality of Student’s 

Learning
2.52 2.37 2.00

計 7.58 7.10 5.50
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表－６ PTI 教官とプロジェクト専門家による授業評価結果比較（理科）

授業 1
54 名の PTI 教官による

評価の平均

（PTI 教官フォローアッ

プ研修受講前）

54 名の PTI 教官による

評価の平均

（PTI 教官フォローアッ

プ研修受講後）

プロジェクト専門家

による評価

Achievement of 

Learning Outcomes
3.00 2.17 2.25

Quality of Teaching 2.88 2.22 1.83

Quality of Student’s 

Learning
2.41 1.59 1.25

計 8.14 5.87 5.33

授業 2
54 名の PTI 教官による

評価の平均

（PTI 教官フォローアッ

プ研修受講前）

54 名の PTI 教官による

評価の平均

（PTI 教官フォローアッ

プ研修受講後）

プロジェクト専門家

による評価

Achievement of 

Learning Outcomes
2.3 1.9 1.3

Quality of Teaching 2.2 1.9 1.7

Quality of Student’s 

Learning
1.9 1.6 1.5

計 6.1 5.3 4.4

どの表でも、研修前と後では、PTI 教官の授業に対する評価が厳しくなっているのが見て取

れる。そして、研修後の評価点は、プロジェクト専門家の評価点に近づいている。このことは、

PTI 教官の授業を見る目が以前よりも批判的になり、より適切に授業を評価することができる

ようになりつつあることを示唆している。しかし、2 者の評価にはまだ隔たりがあるため、今

後一層、PTI 教官の授業評価スキルを高めていく必要がある。

指標 2-3.「教科別研修受講者のｘｘ％が研修内容のｘ割を理解している」（達成度：中）

本指標の数値目標に関しては、調査時点では設定されていなかった。

2014 年 2、3 月に 9 の郡で実施された教科別研修（算数）では、研修を受講した 200 名の小

学校教員9のうち、49％の教員が、研修終了後のポスト・テストで 5 割以上の成績を収めた。10
点満点中、平均点は 4.40 点で、研修実施前に行われたプレ・テストの平均点 1.53 点と比較す

ると、大きな伸びが見られた10。研修に参加したことにより、教員の知識が向上したことを示

                                                       
9 プレ・テスト受験者 166 名、ポスト・テスト受験者 200 名。プレ・テスト、ポスト・テスト両方を受験者した教師は 141 名。
10 これらの数値は、それぞれ、プレ・テスト受験者全員の平均点、ポスト・テスト受験者全員の平均点である。プレ・テスト、

ポスト・テストの両方を受験した教師のプレ・テスト平均点は 1.55 点、ポスト・テストの平均点は 5.00 点だった。
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していると言える。

アウトプット 2 についてのまとめ：教員研修には大きく分けて、DPEd（多くの無資格の現職

教員を含む参加）と、現職教員がスキル向上のために受講する多種多様な研修とがある（1 回

限りのものと、定期的に繰り返されるものとがある）。DPEd 研修に関しては、理数科教材（教

科書・指導書）開発支援がプロジェクトにより実施された結果、研修の質が相当程度向上しつ

つある。また、後者の研修に関しても、授業研究の手法が全国的に紹介されたり、現場の教員

のニーズに基づいた研修が実施されたりするなど、プロジェクトの支援の結果、様々な新手法

が全国的に導入されつつある。これらの研修は、開始後まだわずかな期間しか経過していない

ため、研修の質向上の変化を実際に確認するには更に時間を要する。今後、各種研修の効果が

実際に確認できれば、プロジェクト終了までに成果 2 は達成できると思料される。

３－２－３ アウトプット 3 の達成状況

アウトプット 3 は、「新しい教授法実践のための関係者の意識改革・環境整備が行われる」

である。

アウトプット 3 産出のため、プロジェクトはこれまで、理数科教育の授業方法などを紹介す

る「Rupantar Kotha（ベンガル語で「転換の物語」の意）」というタイトルのテレビドラマを 2
本作成し、バングラデシュ国営放送で放映したほか、様々な研修の機会を捉え、本ビデオの DVD
を上映している。その他、PEDP3 のサブコンポーネント 2.1.5.「コミュニケーションとソーシ

ャルモービライゼーション」活動として、コミュニティ・ラジオでの新教授法の啓発番組放送、

新聞広告の掲載、ダッカ近郊 5 校における連絡帳11の試験導入等を行ってきた。2012 年と 2013
年には、ユニセフと共同で、DPE 政策運営課に対し、PEDP3 コミュニケーション戦略の策定を

支援した。プロジェクトは、具体的な広報活動によって得られた気付きをまとめた「2012－2013
年 PEDP3 コミュニケーション活動 JSP2 レポート」を DPE に提出した。プロジェクトはその他、

授業研究を広めるためのバナー（ポスターのようなもの）を印刷し、全国の PTI、UEO や URC
に配布したほか、2013 年 4 月からは、全国 30 の URC モデル校と 10 の PTI 実験校への巡回を

開始し、授業研究の指導や課題の特定と解決策の検討を行っている。

アウトプット 3 についての指標は 2 つ設定されている。以下、指標ごとに達成状況を分析す

る。

指標 3-1.「初等教育関係者の 60％が新しい教授法を認知している」（達成度：中）

全国の PTI インストラクター実験校 10 校と URC モデル校 30 校を対象にした 2014 年 1 月か

ら 3 月の巡回指導・調査によると、62.5％（96 人中 60 人）の教育関係者が新しい教授法を認

知していると回答した。しかし、回答者のうちには UNICEF が推進する Each Child Learns（ECL）
の手法と混同している人もいた。またピア・ラーニングや、グループワークの実施そのものが

                                                       
11 有効な効果は中間評価時点では測定できていないが、パイロット校では連絡帳の導入により、生徒の早退率が下がったとい

う報告があげられた。
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児童中心型授業であると広く認知されていた。

プロジェクトで普及しようとしているのは、フェーズ 1 で開発した Teaching Package の探求

型授業、問題解決型授業である。バングラデシュでは、現在、様々な新教授法が導入されてい

るために、教育の現場ではそれら異なった手法の理解に関して混乱があるようだ。

指標 3-2「初等教育関係者の 50％以上が新しい教授法を理解し支援をしている」（達成度：中）

上記の巡回指導・調査では、56.2％（96 人中 54 人）が、新しい教授法を理解し、支援して

いると回答していた。しかし、上述のとおり、新しい教授法が何を指すかについては、現場で

は誤解や混乱があると考えた方が良いだろう。

アウトプット 3 についてのまとめ：校長・教員、URC インストラクター、AUEO 等の現場の

小学校関係者に対する意識改革への働きかけとして、マスメディアを中心とした広報活動を

PEDP3 のサブコンポーネント 2.1.5.「コミュニケーションとソーシャルモービライゼーション」

活動への支援として行ってきた。プロジェクトは、これらの活動によって得られた様々な気付

きをまとめた「2012－2013 年 PEDP3 コミュニケーション活動 JSP2 レポート」を DPE に提出

している。現在、小学校への巡回による授業研究指導・モニタリングが実施されているが、こ

うした教育現場への働きかけ強化により、成果 3 の産出に向けた活動が進展していく予定であ

る。

３－３ プロジェクト目標の達成度

「小学校の算数・理科において新しい教授法に基づいた授業が実践される」が本プロジェクト

のプロジェクト目標である。目標の達成状況を判断する指標として、3 つが設定されている。指

標ごとに達成状況を分析する。

指標 1.「小学校における算数と理科の授業観察指標による評価結果の平均が 1-5 スケールにおい

て、項目 1 が 2.5、項目 2 が 2.5、項目 3 が 2.0 以上になる」（達成度：データ未収集）

指標 1 のデータは、調査時点で入手することはできなかった。授業の様子を納めたビデオを見

て観察・評価する必要があるが、プロジェクトは時間的制約から中間レビュー時までに観察・評

価を行うことはできなかった。出来るだけ早い時点で授業観察評価を行い、プロジェクトの授業

の質向上効果を確認することが望まれる。

指標 2.「小学校教員の 50％以上が Teaching Package のコンテンツあるいはそのコンセプトを理数

科授業で活用している」（達成度：中）

2014 年 1 月から 3 月にかけて、ジョソールとガジプールの 96 名の小学校教員を対象にアンケ

ート調査が行われた。その結果、45 名、つまり 46.9％が Teaching Package のコンテンツあるいは

コンセプトを授業で活用していると回答した。同様の調査は、2012 年 2、3 月の状況確認調査で

行われており、その際は 38％と今よりもかなり低い数値だった。
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ただし、これらの数値はあくまでも教員の自己評価であるため、この数字だけでは実際に

Teaching Package を理解して、児童中心型の授業を行えているかどうかを知ることはできない。

指標 1 の客観的な授業観察評価の視点を入れることにより、より正確な実態が把握できると考え

られる。以上より、本指標の達成状況は中程度だと結論付けられる。

指標 3.「現職教員研修受講後の URC モデル校の 50％以上の学校で年間 1 回以上、授業研究が実

施される」（達成度：中）

2013 年に「授業研究を通じた教員支援ネットワーク」と呼ばれる研修で、URC モデル校を対

象に授業研究の指導が行われた。バングラデシュには 501校のURCモデル校があるが、その 60.8％
が 2013 年にこの研修を受講した。無作為抽出によって選ばれた 80 校のうち12、75％の小学校が

授業研究を少なくとも 1 回実施したと回答した。58 校（72％）は、継続実施を検討していた。一

方で、次回実施の具体的な計画をしている学校は 17 校（21％）に過ぎなかった。

URC モデル校は、授業研究の重要性や有益性を認識してはいるものの、まだ組織として定期的

に実施する体制にはなっていないと言える。また、本調査が行われたのが「授業研究を通じた教

員支援ネットワーク」研修が実施された直後であったため、実施率が高く出たものと思われる。

したがって、今後もプロジェクトや DPE が何らかの働きかけを行わない場合は低下していく可能

性もある。

こうした状況を勘案するに、75％という目標値 50％を超える数値が得られたとはいえ予断を許

さず、本指標の達成度は中程度とすることが妥当と考えられる。

プロジェクト目標についてのまとめ：教育現場で新たな教授法導入に対する意欲が高まりつつ

あるが、プロジェクト目標はまだ達成途中段階である。プロジェクト期間中にプロジェクト目標

は一定程度達成されると見込まれるが、残り期間では、モニタリングとメンタリング強化により、

授業の改善に向けた小学校レベルでの活動に特に力を入れた取り組みが求められる。

３－４ 実施プロセスにおける特記事項

プロジェクトの実施プロセスについて、以下の 2 つの特記事項が挙げられる。

(1) PDM 改訂と手続きの遅延

プロジェクトは、2010 年 4 年に策定された PDM バージョン 0 に基づいて活動を開始した。

PDM バージョン 0 のプロジェクト目標は、「小学校の授業改善に有効な教員研修が実施され

る」であり、「1.教員研修制度及び内容が改善される」、「2. PTI の研修実施能力が強化される」、

「3.対象小学校における教授法が改善される」の 3 つの成果が設定されていた。しかし、2013
年初から TED アクションプランの全国実施が本格的に開始したことにより、特に 2 番目の成

果「PTI の研修実施能力が強化される」については大幅に活動内容を変更する必要が生じた。

プロジェクトは、全国レベルでインパクトの大きい TED アクションプランの実施支援に活動

の軸を移すことを決め、当初計画の PTI クラスター活動は休止することとした。このような

                                                       
12 2013 年 10 月から 12 月にかけて実施された授業研究実施状況調査による。調査は電話インタビューの形式で行われ、100 の

無作為で抽出された URC モデル校のうち、80 校から有効回答を得た。
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プロジェクト 3 年目からの方向転換は、改訂版 PDM である PDM バージョン 1 に反映された

（2014 年 2 月 18 日署名）。PEDP3 の一部として位置づけられているプロジェクトには、PEDP3
の変化する状況に柔軟に対応することが求められているため、PDM の改訂は適切なものであ

ったと言える。

一方で、この PDM の公式な改訂手続きには 9 カ月近くを要した。JICA が運営指導調査団

をバングラデシュに派遣した後の 2013 年 3、4 月には、PDM 改訂の必要性が明確に認識され

ており、改訂版 PDM のドラフトを開始していた。改訂版 PDM はその年の 7、8 月にバング

ラデシュ事務所、プロジェクト専門家、JICA 本部で協議の後、JICA 案が起草されたが、JICA
本部による手続きの遅れから、バングラデシュ政府から承認を得る手続きは 2014 年 2 月まで

行われなかった。このように、改訂手続きに時間を要した理由は、主に JICA 本部における

人事異動に伴う業務手続きの遅延である。

(2) ハルタル頻発による影響

2013 年終わりから 2014 年始めにかけて頻発したハルタル（hartal、ゼネスト）により、PEDP3
の各種教員研修活動が遅延し、この間に計画されていたプロジェクト活動も影響を受けた。

特に研修効果を測定するための各種調査の実施に影響が及んだ。プロジェクトは対面インタ

ビューから電話インタビューにデータ収集手法を変更するなどの適切な対策を講じたもの

の、得られるサンプル数が少なくなったり、調査デザインを修正せざるを得なかったり、デ

ータ収集・エントリー作業が一時期に集中するなどの困難に直面した。こうした一連の困難

は、活動の円滑な遂行を妨げるものとなった。



－16－

第４章 評価結果

４－１ 5 項目ごとの評価

４－１－１ 妥当性

要約：妥当性は高い。プロジェクトはバングラデシュの開発政策や初等教育のサブ・セクタ

ープログラムである PEDP3 に適切に整合しているほか、日本の対バングラデシュ ODA 政策に

も合致している。理数科教育の質の向上という日本の比較優位性を生かした活動を柱にし、更

に、ターゲットグループの課題を適切に特定したうえで活動を展開している。加えて、PEDP3
の目標に向けて、PRS 支援無償資金協力、個別専門家や青年海外協力隊等、JICA 協力プログラ

ム「基礎教育の質の向上プログラム」にて実施されているスキームや PEDP3 内の他ドナーとリ

ンクした活動を展開しており、プロジェクトデザインの妥当性も高い。

(1) バングラデシュ開発政策との整合性

バングラデシュ政府は、第 6 次 5 カ年計画（2011～2015 年）において、人的資源開発が

国家の開発の要であり、質の高い教育が貧困削減と経済発展に欠かせないと認識している

（Government of Bangladesh, 2011）。また、「万人のための教育（Education for All：EFA）」

や MDGs の教育分野への取り組みにも教育への政策的優先度が反映されている

（Bangladesh Planning Commission, 2013）。初等教育の分野では、2010 年の国家教育政策

（National Education Policy）が、教授法、シラバスやカリキュラム、指導手法、教員訓練

等の改善により現在の初等教育を高水準化して行くことを謳っている（Ministry of 
Education, 2010）。こうした政策を実現させるための具体策として、バングラデシュ政府は

援助機関との密な協力を得て、PEDP：1998～2003 年、PEDP 2：2004～2009 年、そして現

在実施中の PEDP 3：2010～2016 年といった一連のプログラムを実施してきた。PEDP3 の

目標は、「質の高い教育の完全普及（quality education for all our children）」であり、具体的

には①学習と指導の改善、②参加と格差是正、③分権化と効果向上、④プログラム計画・

運営能力強化の 4 つのコンポーネントを重点分野として実施されている。プロジェクトは、

このうち「①学習と指導の改善」の取り組みの 1 つに位置付けられており、特に理数科教

育に注力して支援を行っている。

こうしたバングラデシュ政府の初等教育を優先課題とする政策の方向性は、今日まで継

続して維持されている。したがって、プロジェクトは、バングラデシュの初等教育の質向

上に関する政策的優先方針に合致した取り組みだと判断できる。

(2) 日本の援助政策との整合性

対バングラデシュ人国別援助方針において、日本はバングラデシュの初等教育修了率の

引き上げに貢献することをめざしている（外務省、2012 年）。援助国・機関との緊密な連

携の下で、初等教育の質を向上させることにより、その目標を実現したいとしている。2012
年及び 2013 年の対バングラデシュ人民共和国事業展開計画では、人間開発の中でも基礎

教育の質の向上を重要な協力分野と位置付けている（前掲書；外務省、2013 年）。事業展

開計画では、本プロジェクトをバングラデシュの教育セクター支援である「基礎教育の質

の向上プログラム」の一環として捉え、初等教育の質的向上の支援を促進する手段として
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位置付けている（前掲書）。

このような政策的文脈から判断して、プロジェクトは、日本のバングラデシュに対する

援助政策と強い整合性を保持していると言える。

(3) プロジェクト対象者のニーズへの合致

プロジェクトの対象者は、MOPME、DPE、NAPE、NCTB、PTI、URC、UEO、PTI 近隣

の小学校等多岐にわたる。プロジェクトは、これらの機関の能力向上を図り、理数科教育

において質の高い教育を提供することができるように活動を進めている。PEDP3 は学習と

指導の改善に力点をおいていることから、PEDP3 の一環として行われているプロジェクト

が、PEDP3 と同様に教育の質向上に注力して活動を行っていることは極めて妥当だと言え

る。

2011 年初に行われたプロジェクトのプレアクティビティ調査では、現在の指導スタイル

は、学習者中心ではなく教員中心であり、教科書を無批判に受け入れ、教科書の内容・教

え方に縛られた授業となっていることが明らかになった。理数科教育における学習と指導

の向上、つまり、学習者にとって魅力的で興味をかき立てられる授業の展開は、初等教育

修了率向上のためにプロジェクト対象者が今後最も力を入れて取り組んでいかなくては

ならない分野である。

プロジェクトは、現在、小学校教員や生徒といった最終受益者に対してより良いサービ

スを提供するために、関係機関の能力強化に取り組んでいる。よって、プロジェクトは教

育の質の向上というニーズに対応した取り組みを展開していると判断できる。

(4) 日本の技術の優位性

プロジェクトの前フェーズにあたる「小学校理数科教育強化計画」（2004～2008 年）で

は、理数科の Teaching Package の開発を通じて、新しい教授法の提示という目標を達成し

た。Teaching Package の質の高さは関連機関に広く認められ、PEDP2 の資金により全国の

PTI、小学校に配布された。このように、Teaching Package 開発の成功により、日本が理数

科教育の支援に強みを持っていることが関係者の間で認識された。

更に、現行プロジェクトでは、Plan-Do-See サイクルに基づいた継続的改善のプロセスで

ある授業研究の全国普及により、授業の質向上を図っている。この授業研究の手法は日本

が発祥の地であり、近年、他国でも長期にわたる授業改善手法として注目を集めている。

授業研究の実施には財政資源を多く必要とせず、また、日本内外においてこの手法の有効

性が立証されつつあるため、バングラデシュに授業研究を普及させようというプロジェク

トのアイデアは適切なものであったと言える。

このように、本プロジェクトでは、日本の得意分野として多くの関係者に認識されてい

る理数科教育に関する支援、そして日本発祥の手法である授業研究の普及による教員の能

力向上支援を実施しており、日本の持つ技術・知識の比較優位性を十分生かした協力だと

言える。

(5) 実施方法の適切性

PEDP3 の実施を支援するための技術協力として行われている本プロジェクトは、変化す
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る PEDP3 のニーズに対応できるよう、状況に応じて柔軟に運用が行われている。プロジェ

クト専門家は PEDP3 関連の各種会議・会合、とりわけ「教育の質ワーキンググループ」の

会合に必要に応じて参加している。こうした努力により、プロジェクトは PEDP3 の最新情

報に通じており、PEDP3 の実施をより良いものにするためにプロジェクトの活動範囲を臨

機応変に調整することができている。こうしたプロジェクトの柔軟性を端的に表すこれま

での例としては、TED アクションプランの実施支援や、PEDP3 のコミュニケーション戦略

のパイロット実施（テレビドラマや様々なメディアを通じた PR 活動等）を活動範囲に含

めた PDM の改訂等が挙げられる。

更に、プロジェクトは、JICA の PEDP3 に対する協力プログラム「基礎教育の質の向上

プログラム」下で行われているほかのスキーム、具体的には PRS 支援無償資金協力、教育

の質ワーキンググループの共同議長を務める初等教育アドバイザーや、地方の PTI 教官や小

学校教員を支援するボランティア（青年海外協力隊）とリンクしながら活動を行っている。

このように、プロジェクトの高い柔軟性や連携体制は、PEDP3 の成功に寄与する適切な

実施方法だと言える。

４－１－２ 有効性

要約：有効性は比較的高い。プロジェクトは、NCTB や NAPE に対して小学校教科書改訂や

DPEd 研修の教材開発への技術支援を実施し、授業の質の向上実現に貢献している。DPE が実

施する研修によって、PTI 教官と小学校教員の能力が向上したことも確認できている。一方で、

小学校の現場では新教授法の理解が十分ではなく、実際の授業で新教授法はまだ浸透していな

い。プロジェクト期間中にプロジェクト目標を達成することはできると見込まれる。

(1) プロジェクト目標の達成見込み

プロジェクト目標は、「小学校の算数・理科において新しい教授法に基づいた授業が実

践される」である。これまでの活動の進捗と成果の産出状況をかんがみると、プロジェク

トは残り 2 年半で十分プロジェクト目標を達成できると判断できる。

プロジェクトは、特に小学校教科書改訂と教員研修改善の面で、バングラデシュ初等教

育セクターのサービスデリバリーに大きく貢献していると言える。プロジェクトの強み

は、理数科教育の専門性と、C/P や受益者に対する能力向上への不断の取り組み、の 2 つ

が主なものだと言えるだろう。能力向上への取り組みは、その効果が目に見える形で発揮

されるまでには比較的長期間を要するが、プロジェクトの関係者との良好な人間関係の構

築や丁寧な OJT 実施といった努力により、確実に組織強化や専門能力開発が実現していく

と見込まれる。このように、サービスデリバリーの改善と、プロジェクト関係者の能力強

化の両方の面から、プロジェクト目標は、期間終了までに達成されると見込まれる。

一方で、プロジェクトが実施した調査で、教育の現場では、新たな教授法のコンセプト

に関する理解が十分でないことが明らかになった。ボランティアが派遣されている PTI や
その周辺の小学校では理解が進んでいるものの、新しい教授法が教室で実践・定着してい

るとはまだ言い難い状況である。

さらに、これまでも述べてきたように、効果的な授業・学習のためのモニタリングやメ

ンタリングはまだ改善の余地がある。
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(2) プロジェクトマネジメントシステム

プロジェクトは、C/P 機関である DPE と NCTB の中に執務室を構えていることから、先

方と密なコミュニケーションを取ることが容易である。C/P 機関と日常的に情報交換や、

活動の進捗確認が出来るため、計画に従った活動の実施を確実なものにしている。また、

プロジェクトは、主に教育の質の向上の分野で活動をしているため、PEDP3 の教育の質ワ

ーキンググループでどのような意思決定がされているかについて最新情報を入手するこ

とが重要であるが、この点についても、プロジェクトは優位な状況にある。というのも、

教育の質ワーキンググループの 2 人の共同議長である DPE 訓練課課長と JICA の初等教育

アドバイザーは、プロジェクトと同じ建物内に執務室を設けており、プロジェクトと密に

連絡を取り合っているからである。このように、プロジェクトは、C/P 機関や PEDP3 関係

者との近い関係や頻繁なコミュニケーションにより、活動を円滑に展開している。

(3) プロジェクト目標達成の貢献要因

JICA の「基礎教育の質の向上プログラム」は、主に、本技プロと PRS 無償、初等教育

アドバイザー、青年海外協力隊の 4 つのスキームで構成されているが、これらの協力プロ

グラム内の他スキームがプロジェクトにとって貢献要因となっている。プロジェクトは、

初等教育アドバイザーと、PEDP3 の教育の質ワーキンググループに関する事項や他の教育

分野における国際潮流について常日頃から情報共有している。このような情報共有・交換

により、プロジェクトは新たな発想を得たり、PEDP3 の最新状況について的確に把握する

ことができたりしている。なお、初等教育アドバイザーは、プロジェクト立案の際に、PEDP3
と整合させるように案件形成を行っており、その後のプロジェクトの円滑な実施に貢献し

たと言える。

青年海外協力隊との協力関係も貢献要因である。青年海外協力隊は、常時 10 名前後が

PTI に配属されているが、そこで得た情報、つまり、小学校や PTI で行われる各種研修等

で浮き彫りになった課題等をプロジェクトに対して随時知らせている。プロジェクトは提

供された情報に対して、適切な対応策を講じることができている。更に、青年海外協力隊

は、プロジェクトが進める授業研究を PTI や近隣小学校で普及させる活動を行っており、

プロジェクトが推進する活動を地方部で定着させる役割を担っていると言える。DPEd 教

材改訂にあたっては、青年海外協力隊の数名が、プロジェクト専門家と共に算数教材の改

訂作業に従事したという実績もある。

加えて、NCTB の職員が参加した本邦研修についても促進要因だと言える。「３－１－１

日本側の投入 (2)研修員受入れ」でも記載したように、小学校理数科カリキュラムに関す

る研修は、非常に効果的で、研修に参加した NCTB の職員は、最新の国際潮流について学

ぶことができた。NCTB の職員である参加者の一人は、「理科・算数は、各国の文脈や文化

にさほど左右されない教科なので、バングラデシュに帰国した後も研修で学んだ知識を日

常業務に大いに活用することができている」と語っている。NCTB 職員の多くが本邦研修

でこのように新しい教授法やカリキュラムについて学んだという経験は、プロジェクトが

行っている教科書・教師用指導書の改訂作業を円滑に遂行する促進要因になっていること

は間違いない。
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４－１－３ 効率性

要約：効率性は中程度。両国からの投入は予定どおり実施されている。プロジェクト開始後

約 2 年間で蓄積された、PTI と小学校との連携強化活動が、一部 PEDP3 の活動に採用され、全

国展開がなされているが、その知見の活用は限定的な範囲に留まっている。その理由は、全国

規模の教員研修アクションプランの実施支援を優先させる必要が生じたためである。このよう

に活動の重点が変更になったことや、ハルタルの影響から、効率性が一部低下した。他方、こ

れまでに得られた知見や経験は、今後さらに各種研修の実施に際して活用されうると思われ

る。

(1) 日本側からの投入

C/P へのインタビューによると、プロジェクト専門家の専門分野は、C/P の能力向上ニ

ーズに合致したもので、期待された成果の創出に貢献しているとのことだった。専門家は、

特に理数科の分野で、十分な専門知識やスキルを持っていると先方から認知されている。

また、C/P 機関や PEDP3 関係者は、広島大学をはじめとした一流の研究機関がプロジェク

トチームとして参加していることにより、学術的な裏付けの下でプロジェクト活動が進ん

でいると評価している。

また、これまでも述べてきたとおり、カリキュラム開発に係る本邦研修は、理数科教科

書改訂活動に直結した効果的なデザイン・内容であり、プロジェクト活動の円滑な遂行に

大きく寄与している。

(2) バングラデシュ側からの投入

バングラデシュ側からの投入のうち、DPE と NCTB 内執務室の提供は、プロジェクトと

C/P 機関間のコミュニケーション向上の観点から大きな好影響を与えている。

DPE、NAPE、NCTB 合わせて計 30 名の C/P が配置されているが、プロジェクトと緊密

に業務を行っていて、PEDP3 内のプロジェクト活動に熱心に取り組んでいる。一方で、プ

ロジェクト活動以外の他業務を抱えているため、時としてタイムリーな業務完遂が困難な

状況も発生している。

(3) 効率性の促進・阻害要因

既に述べたように、プロジェクトの執務室が DPE と NCTB 内に設置されていることは、

効率性の大きな促進要因となっている。また、DPE や NCTB といった主要 C/P 機関の元幹

部職員、職員をプロジェクトがローカルコンサルタントとして傭上していることも、C/P
機関との円滑なコミュニケーションやネットワークの強化に役立っており、プロジェクト

にとって大きなプラスとなっている。

一方、阻害要因として挙げられるのは、PTI 教官と小学校教員の縦横の連携を深めるこ

とを目的とした、当初計画の PTI クラスター活動が、TED アクションプランの全国実施の

影響で 2013 年初に休止となったことである。PTI クラスター活動の要素の 1 つとして実施

される予定だったスタディ・ワークショップ（Study Workshop：SW）は、TED アクション

プランにおいて授業研究という形で全国普及がされることとなった。しかし、もう 1 つの

主要な要素であった主に PTI 教官の横の連携を強めるためのスタディ・グループ活動
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（Study Group Activity：SGA）については、現在はどの研修にも取り入れられておらず、

休止状態である。そのため、2012 年までプロジェクトが行ってきた PTI クラスター活動で

得られた知見や、全フェーズで作成された「PTI クラスター活動実施マニュアル」といっ

た手引書が、現在は活用されていない状況である。プロジェクト開始後 2 年間で得られた

知見と経験は、TED アクションプランの「授業研究を通じた教員支援ネットワーク」や「校

長に対するリーダーシップ研修」で今後活用されていくものと思料される。

なお、これまで既に述べてきたように、頻発するハルタルがプロジェクト活動に影響を

与えたことも、効率性を一部低下させる要因となった。

４－１－４ インパクト

要約：インパクトは今後高くなると見込まれる。探求型の学習を促す小学校教科書、DPEd
教科書・指導書がプロジェクトにより作成されており、DPEd 教科書・指導書に関しては既に

PTI の授業で活用されている。これらの教材は、前者は全国の小学校教員・児童の手に、後者

は全国の有資格教員となる者の手に渡ることから、プロジェクトがバングラデシュの理数科教

材の質の向上に与えるインパクトは増大することが見込まれる。また、授業研究に関する研修

が全国的に実施されつつあり、この点も本プロジェクトのインパクトの増大に寄与するものと

考えられる。

(1) 上位目標の達成見込み

プロジェクトの上位目標は、「小学校の算数・理科において新しい教授法に基づいた授

業が定着する」である。上位目標の達成度を測定するための指標は、「(1)URC モデル校の

xx％以上の学校で年間 1 回以上、授業研究が実施される」、「(2)小学校教員の xx％以上が

Teaching Package のコンテンツあるいはそのコンセプトを理数科授業で活用している」の 2
つが設置されているが、数値目標はまだ設定されていない。調査時点で得られた実績数値

は、前者が 75％、後者が 46.9％だった13。

今後、小学校レベルでプロジェクトがどのように介入を強化していくかについては、現

時点ではまだはっきりとしていないため、今次中間レビューでの数値目標の設定は難し

い。終了時評価までに目標値を設定することを推奨する。

現時点では、上位目標の達成見込みを判断する材料は不足しているが、プロジェクト終

了時までにプロジェクト目標が十分達成できれば、C/P 機関の継続的努力により、上位目

標達成の見込みも十分あると考えられる。そうした状況を生み出すためには、DPE をはじ

めとした C/P 機関が、PTI、URC、UEO 等と協力する形で研修活動・効果モニタリングを

強化していく必要があるだろう。

(2) 期待されたインパクト

プロジェクトは、探求型・問題解決型の授業実現をめざした教科書や DPEd 教材を開発

してきた。これらの学習教材は、教科書については全国の教員・児童に配布され、DPEd

                                                       
13 (1)の指標データは、2013 年 10 月から 12 月にかけて行われた 100 の URC モデル校に対する電話調査（有効回答 80 件）に

基づくもの。(2)の指標データは、2014 年 1 月から 3 月にかけて行われたジョソール、ガジプールにおける 96 小学校を対象
にしたアンケート調査に基づくもの。
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教材については、DPEd 研修を受講する教員に配布されている。プロジェクトは、理数科

教材の質改善の面から、国レベルで大きなインパクトを与える見込みである。

2013 年 1 月から「授業研究を通じた教員支援ネットワーク」の活動の一環として、全国

で授業研究に関する研修が実施されることとなった。2013 年の実績として、7,070 名の現

場レベルの行政官と小学校教員がこの研修に参加し、日本で生まれた授業研究の手法を学

んだ。今後も継続して、授業研究に関する研修が全国レベルで実施されるならば、プロジ

ェクトのインパクトは大きくなることが予測できる。

(3) 予期しなかった正負のインパクト

予期しなかった負のインパクトは特に確認されなかった。ただ、小学校教員に対し、プ

ロジェクトというより、PEDP3 の様々な活動によってもたらされた負の影響が確認されて

いる。PEDP3 下では、様々な援助機関が、それぞれ異なった手法やコンセプトのもとで授

業の質を高めようとしている。例を挙げると、ユニセフは Each Child Learns（ECL）とい

う手法を試験的に実施している。英国の英国国際開発省（Department for International 
Development：DfID）は English in Action というアプローチに代表されるように、授業に多

くのアクティビティを盛り込んだ手法を重要視している。他方、本プロジェクトでは、

Teaching Package をリファレンス教材として開発し、授業研究を Plan-Do-See サイクルによ

る授業改善のための手法として普及・定着させようとしている。こうした異なった援助機

関による様々なアプローチや手法は、現場の小学校教員を混乱させており、現場で新たな

教授法を実践する際の障害になり得る要素である。

(4) 上位目標達成のための外部要因

上位目標達成のための外部要因として PDM1 で挙げられているのは、(1)PEDP3 が予定

どおり実施される、(2)DPEd が継続される、(3)改訂された小学校カリキュラムに基づく教

科書・教師用指導書の出版・配布が予定どおり行われる、の 3 点である。現在はプロジェ

クトの折り返し地点なので、これら外部要因が上位目標に与える影響を現時点で判断する

ことは難しい。しかし、これら 3 つの外部要因の中で、DPEd の進捗に関しては最も注意

深く見ていく必要があるだろう。というのは、DPEd 研修の円滑な実施に欠かせない PTI
教官の新規採用は、内部手続き等の課題から、現在計画どおりに進んでいないためである。

PEDP3 の教育の質ワーキングループはこの件を引き続きフォローアップしているので、今

後、十分な数の PTI 教官が確保されることを期待したい。

４－１－５ 持続性

要約：持続性は中程度。バングラデシュの初等教育改善に向けた政策的、組織的取り組みは、

長年にわたる PEDP1～PEDP3 の確実な実施に代表されるように強固で、持続性が高い。他方、

財政的持続性については、PEDP3 の AOP に記載された活動に対して確実に予算が付与される

ように努めるべきである。技術面の持続性については、主要カウンターパート機関である DPE、
NCTB、NAPE はそれぞれ異なる状況にある。DPE については、現在プロジェクトは DPE 訓練

課とほぼ一体となった取り組みをしている。そのため、訓練課職員の技術力や知識は OJT によ

り向上しつつあるが、今後は、中央・地方両方での研修モニタリング・メンタリング活動を、
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他部署や地方組織と連携を取りながら強化していくと持続性はより高くなるだろう。NCTB、

NAPE については、職員の本邦研修参加による大きな知識向上の変化が確認されている。その

一方で、その知識を業務に活用する機会は、現状としてはそれほど多いとは言えないため、今

後、この 2 組織に関しては、PEDP3 の枠組みの中で、より一層強いリーダーシップを発揮して

活動に取り組んで行くことが期待される。

(1) 政策・組織体制面の持続性

バングラデシュ政府は、10 年以上にわたり、PEDP1、2、3 の実施に精力的に取り組んで

いる。プロジェクトの C/P 機関は、PEDP3 の実施を優先順位の上位に置いて業務に取り組

んでいる。また、C/P 機関は PEDP3 の意思決定機関、特に教育の質ワーキンググループと

ともに意思決定を行っていて、C/P 機関は PEDP3 と方向性を 1 つにしていると言える。こ

うした状況をかんがみるに、教育の質向上に向けた政策・体制面での持続性は高いといえ

る。

(2) 技術面での持続性

DPE、NAPE、NCTB の各 C/P 機関の職員は、プロジェクトと活動を実施する過程で、ま

た本邦研修に参加することにより、技術的な知識とスキルを習得している。プロジェクト

活動実施に関して、NAPE と NCTB に関しては人員配置は十分であるが、DPE 訓練課につ

いては、TED アクションプラン実施に必要な業務量を考えると十分とは言い難い。研修受

講者数、テスト結果、そして研修効果についての質的情報といった研修関連データはシス

テマチックに収集されておらず、データの取りまとめや分析も十分に行われていない。そ

のため、TED アクションプランの下に実施されている様々な研修の実績や効果を測定する

のが困難な状況である。

こうしたことから、2016 年までに C/P の技術的持続性はある程度高いレベルに達すると

見込まれる一方で、DPE の研修モニタリングに関するスキルについては、今後の努力によ

り向上させていく必要がある。プロジェクトは、DPE、NAPE、PTI といった研修モニタリ

ングに関連する機関と連携と取りながら、効果的なモニタリング実施体制強化に向けての

支援を行っていくと良いだろう。また、こうしたモニタリング体制強化には、財政資源が

適切に強化活動に配分される必要もある。

なお、NCTB、NAPE の技術的持続性について詳述すると、これら 2 機関の職員が本邦研

修14に参加した結果、知識が大きく向上していることが確認された。その一方で、その知

識を業務に活用する機会は、現状としてはそれほど多いとは言えない状況である。NCTB
に関しては、職員レベルで探求型・問題解決型のカリキュラム・教科書作成技術や知識が

向上していても、公式な教科書改訂作業で教科書の執筆を行うのは、NCTB が都度選定す

る大学や研究機関の教授や研究者であり、そのため、NCTB 職員が新たに得た知識・能力

を存分に発揮する機会は多いとは言えない。これまで選定された執筆者達は、小学校の授

業の実態をほとんど把握しておらず、児童中心型の学びを促進するための教科書作りに関

しての知識を持たない人々であった。それにもかかわらず、こうした執筆者はバングラデ

                                                       
14 NAPE 職員については、フェーズ 1 において本邦研修に参加した。
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シュにおいて社会的地位が高く、NCTB の職員の立場では、彼らに教科書の内容について

進言することは難しいという状況がある。現在プロジェクトが行っているのは、バングラ

デシュ政府にとっての公式な改訂作業ではなく、いわば非公式に近い形での再改訂

（refinement）と位置付けられている。そのため、こうした執筆者の関与なく、NCTB 職員

がプロジェクトで得た知識を駆使して修正作業を進めていられるという特殊な事情があ

る。将来、バングラデシュ政府の主導により正式な改訂作業が実施される際に、NCTB 職

員がプロジェクトによって得た知識・能力を開花する機会を得ることができるかどうかは

現時点では不確実である。

NAPE は本来、DPEd 開発の際に、主導的組織として積極的に動くべきであったが、実際

にはほとんど機能せず、ユニセフが主体となって開発や教材作りを進めたという経緯があ

る。NAPE 議長のリーダーシップ不足は近年特に深刻で、フェーズ 1 で培われた NAPE 職

員の能力が現在はあまり活かせていない状況である。

こうしたことから、今後、この NCTB、NAPE の 2 組織に関しては、PEDP3 の枠組みの

中で、より一層強いリーダーシップを発揮して活動に取り組んで行くことが期待される。

(3) 財務面での持続性

C/P 機関は PEDP3 の予算を活用してプロジェクト活動を実施している。PEDP3 は AOP
を作成し、財務面での透明性を確保しているため、財務面での持続性は比較的高い。一方

で、プロジェクト単体では PEDP3 の資源配分を決めることができないため、プロジェクト

活動遂行に確実に予算を付けられるかどうかについては、不安要素がある。実際、2013/2014
年度予算要求では、「授業研究を通じた教員支援ネットワーク（AOP No.054 枝番なし）」の

予算はゼロとなった15。プロジェクトの中心的活動を継続して実施していくためには、プ

ロジェクト活動の有効性を明確に PEDP3 の意思決定機関に伝えていく必要があるだろう。

４－２ 結論

これまでの進捗状況から判断して、プロジェクト目標は、終了時までに比較的高いレベルで達

成される見込みである。これまで、小学校教科書の改訂支援や、DPEd 教材作成・教員研修支援

等の活動が精力的に展開されてきた。今後は、PEDP3 が改訂された教科書の配布や、全国の PTI
における DPEd の本格実施、TED アクションプランに従った研修の実施を行っていく予定である。

このように、プロジェクトは PEDP3 と軌を一にしながら、プロジェクト目標を達成していく見込

みである。その効果をより高めるためには、各種教育研修の記録を徹底したり、研修効果測定を

行ったり、適切な改善作業を行う等、教育の質向上に向けたモニタリングとメンタリングを重視

した活動を展開することが求められる。これは、PEPD3 の目標である「質の高い教育の完全普及」

達成にも大きく寄与する。

                                                       
15「授業研究を通じた教員支援ネットワーク」の予算はつかなかったものの、「現場教員と教育行政官対象のコンピテンシーに

基づいたテスト実施のオリエンテーション（AOP No.051a）」の研修のうち 1 日を授業研究に充てることが DPE 内で決めら
れた。その結果、年間で約 22,000 名の教育行政官と小学校教員が授業研究の手法を学ぶこととなった。中間レビュー時点

では、DPE は「授業研究を通じた教員支援ネットワーク」のための予算（全額）を獲得するための改定予算要求を MOPME
に対して提出しており、MOPME からの承認待ちであった。
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第５章 提言と教訓

５－１ 提言

(1) 教科書・教師用指導書の再改訂作業の完了

プロジェクトと NCTB は小学校教科書（1～3 年生用算数及び 3 年生用理科）の再改訂作業

を、2014 年 4 月末までに、続いて教師用指導書の再改訂作業を 2014 年 5 月末までに完了す

る。その後は、NCTB による小規模・大規模試行の結果を考慮しながら 4、5 年生用の理数科

教科書・教師用指導書の再改訂を開始し、2015 年 5 月末までに完了させる。再改訂された教

科書・教師用指導書は、最終化され、小学校に配布されたのち、使用されるようにする。

(2) 教員研修の強化

(2)－1．研修の予算獲得と実施

TED アクションプランで掲載されている研修を確実に実施するために、PEDP3 の年次計

画実施のための予算を獲得する。MOPME と DPE はこの予算手続きを円滑に進め、遅延な

く研修を準備し実施すべきである。

(2)－2．研修記録と研修効果の測定

DPE は、研修効果を確実なものとするために、研修の記録を付け、研修のモニタリング

を行うよう、PTI、URC、UEO に明確な指示を出す。さらに DPE は、バングラデシュの授

業・学習を向上させるため、研修の効果を測定・分析する。

(3) 学校レベルでの授業研究実施への支援

DPE は授業の質及び児童の学習向上のために授業研究が有効な手法であると認識してい

るが、プロジェクトは授業研究が小学校で定着するよう、教員への巡回指導や授業研究に係

る実践的研修を通じて DPE をより一層支援する。

(4) 広報活動で得られた知見の活用

DPE は現在 PEDP3 のコミュニケーション戦略の最終化中であるが、プロジェクトの広報

活動で得られた優良実践事例や啓発用教材（テレビドラマ）等を活用し、小学校で新たな教

授法を広めるための現場環境を整える。

(5) PEDP3 の教育の質ワーキンググループとの関係強化

プロジェクトは主に PEDP3 のコンポーネント 1 の下で活動を実施しているため、活動、成

果、アウトカムは PEDP3 の教育の質ワーキンググループがめざすものと方向性を同じくすべ

きである。そのため、プロジェクトは今後も教育の質ワーキンググループと定期的にコンタ

クトを取って行くこと。

(6) PDM の改訂

PDM1 に 5 つの軽微な修正を施す。第 1 に、対象地域をバングラデシュ全土とする。第 2
に、ターゲットグループから「対象 PTI の周辺小学校」を削除する。第 3 に、最終受益者を
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小学校の教員と児童とする。第 4 に、成果 2 の 3 番目の指標に数値目標を設定する。第 5 に、

成果 3 の活動の 1 つとして、学校レベルでの授業研究実施支援を追加する。なお、上位目標

の指標の数値目標に関しては終了時評価調査の前までに設定する。

なお、今後のフォローアップとして以下の点に留意する必要がある。

(1) 現在、PEDP3 では、PEDP3 実施期間を 1 年間延長（2017 年 7 月まで）することや、義務

教育を現在の 5 年生から 8 年生まで延伸することが検討されている。今後、こうした PEDP3
の動きを注視し、プロジェクトとしての対応を検討して行く必要がある。

(2) 上位目標の 2 つの指標についてはまだ数値目標が定められていない。今後のプロジェクト

の進捗状況を見ながら、終了時評価までに運営指導調査等で目標値を設定していく必要があ

る。

５－２ 教訓

本プロジェクトから得られた教訓は以下のとおり。

(1) 技術協力プロジェクトを相手国セクタープログラムに整合させるメリットとデメリット

本技術協力プロジェクトは PEDP3 の枠組みの中で実施されているが、バングラデシュのサ

ブ・セクタープログラムの中でそのような技術協力が行われることは、日バ両国にとって有

益である。本プロジェクトは、理数科教育と、授業研究に代表される授業改善の実践的手法

に関して強みを有している。PEDP3 の下でプロジェクトが実施されることにより、プロジェ

クトのこうした専門的知見が、全国規模の各種教育の質改善の取り組みや活動に効率よく普

及、適用、活用されうる。つまり、プロジェクトが単体として行われるよりも、より大きな

インパクトを得ることが可能となる。同様にセクタープログラムである PEDP3 も、提供する

教育サービスの質が向上するため、より大きな便益を享受することができるようになる。

一方、相手国セクタープログラム枠内で技術協力プロジェクトを行うデメリットも存在す

る。本プロジェクトの当初計画は、プロジェクト単体で試行的に PTI クラスター活動を行い、

確実に効果を確認した後に、PEDP3 の枠組みで全国展開を行うというものだった。しかし、

プロジェクト開始からほどなくして、そのような試行的な活動を行うことは PEDP3 との関係

上困難になった。つまり、PEDP3 の枠組みの中で技術協力プロジェクトを行う際には、効果

を確認するための小規模な試行的な活動は実施しづらくなる。確実に効果を検証したうえで

全国展開を行う、という段階的な試みを行うためには、あらかじめ PEDP3 内で合意形成を行

い、相手国政府及び関連ドナーから理解と承認、及び協力を取り付けておく必要があると思

われる。

(2) PEDP3 の動きに応じた PDM の柔軟な変更の重要性

PEDP3 の枠組み中で実施されている技術協力プロジェクトとしては、その活動範囲を

PEDP3 の変転するニーズに応じて柔軟に変えていくことが求められる。これまで実施された

PDM の改訂も、プロジェクトが PEDP3 の目標達成により大きく貢献できるようにするため
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に行われたものである。その一方で、人的・財政的に投入できる資源は限られていることか

ら、JICA の強みと協力妥当性を踏まえ、軸のぶれない活動を実施していくことも肝要である。

なお、本プロジェクトでは、2013 年から 2014 年にかけての PDM 改訂に長い時間を要した。

PDM はプロジェクト関係者が理解を共有する基本的なプラットフォームであり、混乱や誤解

等を避けるために、PDM 改訂は速やかに、時宜を得て行われるべきである。適切なプロジェ

クト運営・監理の観点から、JICA 関係者は、今後、こうした PDM 改訂手続きは迅速に行う

よう十分留意すべきである。

(3) 本邦研修の戦略的活用

これまでプロジェクトにおいて重要な役割を担う 10 名の C/P が本邦において国別研修「バ

ングラデシュ教科書・カリキュラム」に参加した。同参加者は、世界標準の教科書・カリキ

ュラムに直接触れるとともに、小学校理数科教育に係る最新の国際潮流について学ぶことが

できた。帰国後、彼らはより有能かつ自信を持って業務に取り組めるようになり、プロジェ

クトの実施に大きな貢献をするようになった。このような能力強化はバングラデシュ国内で

の技術指導だけでは得難いものである。本邦研修に際しては、適切な人選と、参加者のニー

ズに合ったきめ細かい研修をデザインすることが、その後のプロジェクトの効果発現への大

きな鍵となる。

(4) JICA 協力プログラムの相乗効果

JICA 協力プログラム「基礎教育の質の向上プログラム」では、PEDP3 に対し、PRS 支援

無償資金協力、技術協力プロジェクト、個別専門家（初等教育アドバイザー）、ボランティア

（青年海外協力隊）の派遣を実施している。PRS 無償は PEDP3 に対する財政支援であり、JICA
がドナーコンソーシアムの一員になることを可能ならしめた。その他 3 つの技術協力スキー

ムは互いに協力し合い、包括的かつ相互補完的な支援を実施している。同プログラムは政策

と現場の実践をつなぐ役割を果たしているほか、中央・地方の両方で相乗効果を生み出して

いる。このように、JICA の協力プログラム全体として、PEDP3 の目標達成に大きく貢献し

ている。
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１．調査日程

第 1 回現地調査

首藤コンサルタント

1 3 月 3 日 22:05 ダッカ着

2 3 月 4 日 JICA 事務所打合せ（富田次長、田中所員、武藤企画調査員）

JSP2 相馬総括ヒアリング

橋本専門家ヒアリング

3 3 月 5 日 移動（ダッカ→ジョソール）

JOCV 現場視察・インタビュー ジョソール PTI
移動（ジョソール→ダッカ）

4 3 月 6 日 移動（ダッカ→マイメンシン）

JOCV 現場視察・インタビュー マイメンシン PTI 、NAPE
5 3 月 7 日 移動（マイメンシン→ダッカ）

モハマドプール TRC 教科別研修（算数）観察

6 3 月 8 日 JSP2 田中専門家、河原専門家、馬場専門家ヒアリング

7 3 月 9 日 AusAID James Jennings 氏ヒアリング

DfID Fazle Rabbani 氏ヒアリング

世界銀行 山川由美子氏ヒアリング

8 3 月 10 日 JSP2 活動地訪問・NCTB
・NCTB 議長ヒアリング

・本邦研修参加者ヒアリング

・JSP2 持佛専門家、大原専門家、タン専門家ヒアリング

9 3 月 11 日 JSP2 DPE 訓練課ヒアリング

PEDP3 MTR リトリート観察

10 3 月 12 日 JSP2 相馬専門家、田中専門家ヒアリング

PEDP3 MTR リトリート観察

11 3 月 13 日 DPE 訓練課長（QWG 議長）ヒアリング

DPE プログラム課長・課長補佐ヒアリング

12 3 月 14 日 JOCV 帰国報告会教育隊員発表出席

JOCV 小学校教諭隊員フォーカス・グループ・ディスカッション

JICA バングラデシュ事務所報告

13 3 月 15 日 23:20 ダッカ発 SQ447 便

14 3 月 16 日 17:05 成田着

第 2 回現地調査

高橋団長、中村職員 首藤コンサルタント

1 4 月 1 日 ダッカ着

2 4 月 2 日 JICA 事務所打合せ

初等教育アドバイザーヒアリング

JSP2 ヒアリング

3 4 月 3 日 DPE ヒアリング

JSP2 ヒアリング

4 4 月 4 日 資料整理

5 4 月 5 日 移動（ダッカ→ロングプール）

ロングプール PTI ヒアリング

6 4 月 6 日 ロングプール郡ニーズに基づいたサブクラ

スター研修見学

ロングプール郡 UEO、AUEO ヒアリング

ロングプール郡 URC インストラクター

ロングプール JOCV ヒアリング

7 4 月 7 日 ニルファマリ PTI ヒアリング

移動（ロングプール→ダッカ）
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8 4 月 8 日 ダッカ着 資料整理

9 4 月 9 日 MOPME 表敬

DPE 表敬

JSP2 ヒアリング

10 4 月 10 日 コミラ PTI ヒアリング

コミラ JOCV ヒアリング

資料整理

11 4 月 11 日 団内打合せ

12 4 月 12 日 JICA、JSP2、初等教育アドバイザー協議

13 4 月 13 日 NCTB ヒアリング

14 4 月 14 日 資料整理

15 4 月 15 日 ミニッツ協議

UNICEF ヒアリング

16 4 月 16 日 ミニッツ協議

17 4 月 17 日 ミニッツ署名

JICA バングラデシュ事務所報告

ダッカ発

18 4 月 18 日 成田着（中村職員はネパールに移動）
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FGD＝フォーカス･グループ･ディスカッション

評価設問 判断基

準・方法
必要なデータ 情報源

データ収

集方法調査大項目 調査小項目

実

績

の

検

証

成果1の達

成度

「小学校理

数科教科書

の内容が改

善される」

1.改訂された小学校算数と理

科の教科書に新しい教授法

の要素が反映されている。

2.改訂された小学校算数と理

科の教師用指導書に新しい

教授法の要素が反映されて

いる。

指標値

との比

較

指標データ、専門家、

C/Pの意見

プロジェクト各種

報告書、各種プロ

ジェクト関係会議

議事録、指標デー

タ等の資料

専門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー

成果2の達

成度

「教員研修

の質が改善

される」

1.新しい教授法が盛り込まれ

た DPEd の算数・理科の・教

科書・マニュアルが開発され

使用される。

2.PTI 理数科インストラクタ

ーの 50％が十分な研修実

施・評価能力を持つようにな

る（彼らがポスト・テスト結

果で 7 割以上正解し、かつ授

業評価結果が日本人専門家

とほぼ同じになる）。

3.教科別研修受講者のｘｘ％

が研修内容のｘ割を理解し

ている。

指標値

との比

較

指標データ、専門家、

C/Pの意見

プロジェクト各種

報告書、各種プロ

ジェクト関係会議

議事録、指標デー

タ等の資料

専門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー

成果3の達

成度

「新しい教

授法実践の

ための関係

者の意識改

革・環境整

備が行われ

る」

1.初等教育関係者の60％が

新しい教授法を認知してい

る。

2.初等教育関係者の50％以

上が新しい教授法を理解し

支援をしている。

指標値

との比

較

指標データ、専門家、

C/Pの意見

プロジェクト各種

報告書、各種プロ

ジェクト関係会議

議事録、指標デー

タ等の資料

専門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー

実

施

プ

ロ

セ

ス

相手国実施

機関のオー

ナーシップ

プロジェクト・マネジメント

にどのような形でかかわっ

たか

活動実

績

質問票の結果、実績報

告書等

質問票、プロジェ

クト資料

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー

妥

当

性

相手国開発

政策との整

合性

相手国の開発政策と上位目

標・プロジェクト目標が合致

しているか、セクターの優先

度は高いか

開発計

画の内

容・優先

度の確

認

国家及びセクター政

策（特にPEDP3）
PEDP3を中心と

した各種国家開発

計画、JICA事務

所、専門家、C/P

資料レビ

ュー、イ

ンタビュ

ー

日本の援助

政策との整

合性

日本の相手国対する援助政

策に合致しているか

プロジ

ェクト

開始時

及び最

近の援

助方針

日本の援助政策、

JICAの対バングラデ

シュ援助方針

国別援助方針、国

別分析ペーパー、

事業展開計画、

JICA事務所、専門

家

資料レビ

ュー、イ

ンタビュ

ー

ターゲット

グループ選

定の妥当性

ターゲットグループ（初等大

衆教育省(MOPME)、初等教

育局(DPE)、国立初等教育ア

カデミー(NAPE)、国家カリ

キュラム教科書委員会

（NCTB）、初等教員訓練校

(PTI)、郡リソースセンター

（URC)、郡教育事務所

（UEO)、対象PTIの周辺小

学校）というプロジェクト対

象機関の選定は適切か

ターゲ

ットグ

ループ

の規模、

性質が

活動内

容に見

合った

ものか

どうか

事前調査、JCC等各種

会議での協議内容、タ

ーゲットグループ・専

門家・C/Pの意見

事前調査報告書、

プロジェクト各種

報告書、各種会議

議事録、ターゲッ

トグループ、専門

家、C/P

資料レビ

ュー、イ

ンタビュ

ー

２．評価グリッド
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評価設問 判断基

準・方法
必要なデータ 情報源

データ収

集方法調査大項目 調査小項目

ターゲット

グループの

ニーズへの

合致

ターゲットグループのニー

ズに合致しているか

ニーズ

との合

致度

これまでの各種調査

結果、ニーズ（ターゲ

ットグループからの

要望）対応状況、ター

ゲットグループ、専門

家、C/Pの意見

プロジェクト各種

報告書、JCC議事

録、ターゲットグ

ループ（PTI教官、

小学校教員）、専

門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー、FGD

日本の技術

の優位性

プロジェクトで提供される

サービスは、日本の技術の優

位性を生かしたものか

バング

ラデシ

ュにお

ける類

似支援

との比

較

研修資料、ターゲット

グループ研修等アン

ケート回答、専門家、

C/Pの意見

プロジェクト各種

報告書、JCC議事

録、ターゲットグ

ループ（PTI教官、

小学校教員）、専

門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー、FGD

有

効

性

プロジェク

ト目標、指

標、目標値、

指標データ

入手手段の

適切性

『小学校の算数・理科におい

て新しい教授法に基づいた

授業が実践される』というプ

ロジェクト目標、指標、目標

値、指標データ入手手段は適

切か

プロジ

ェクト

活動、ア

ウトプ

ットと

の論理

的整合

性、入手

された

指標デ

ータの

質

PDM、指標データ、

専門家、C/Pの意見

PDM、指標データ

専門家、C/P
資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー

プロジェク

トの進捗状

況

プロジェクトは計画どおり

進んでいるか

計画と

活動の

確認

プロジェクト報告書、

専門家、C/P、ターゲ

ットグループの意見

R/D、PDM、プロ

ジェクト各種報告

書、JCC議事録、

指標データ等の資

料

ターゲットグルー

プ（PTI教官、小

学校教員）、専門

家、C/P、サイト

視察

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー、FGD、

観察

プロジェク

ト目標の達

成見込み

「小学校の

算数・理科

において新

しい教授法

に基づいた

授業が実践

される」が

プロジェク

ト終了時ま

でに達成さ

れるか

1.小学校における算数と理科

の授業観察指標による評価

結果の平均が1-5スケールに

おいて、項目1が2.5、項目2
が2.5、項目3が2.0以上にな

る。

2.小学校教員の50％以上が

Teaching Packageのコンテ

ンツあるいはそのコンセプ

トを理数科授業で活用して

いる。

3.現職教員研修受講後の

URCモデル校の50％以上の

学校で年間1回以上、授業研

究が実施される。

指標と

の比較

指標データ、専門家、

C/P、ターゲットグル

ープの意見

プロジェクト各種

報告書、各種プロ

ジェクト関係会議

JCC議事録、指標

データ等の資料

ターゲットグルー

プ（PTI教官、小

学校教員）、専門

家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー

プロジェク

トのマネジ

メント体制

モニタリングの仕組み、意思

決定過程、プロジェクト内の

コミュニケーションは適切

であったか

進捗管

理状況

プロジェクト活動状

況に関するデータ、

JCC開催記録、専門

家、C/Pの意見

プロジェクト各種

報告書、各種プロ

ジェクト関係会議

議事録等の資料、

専門家、C/P

資料レビ

ュー、イ

ンタビュ

ー

目標達成の

促進・阻害

要因

目標達成にかかる促進要因

は何か

促進要

因が目

標達成

に与え

る影響

プロジェクト活動に

関するデータ（C/Pの
動向、プロジェクトの

運営状況、意思決定シ

ステムの確認等）、専

R/D、プロジェク

ト各種報告書、各

種プロジェクト関

係会議議事録等の

資料、ターゲット

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー、FGD
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評価設問 判断基

準・方法
必要なデータ 情報源

データ収

集方法調査大項目 調査小項目

度 門家、C/P、ターゲッ

トグループの意見

グループ（PTI教
官、小学校教員）、

専門家、C/P
目標達成にかかる阻害要因

は何か

阻害要

因が目

標達成

に与え

る影響

度

プロジェクト活動に

関するデータ（C/Pの
動向、スタッフ離職

率、プロジェクト財務

状況等）、専門家、C/P、
ターゲットグループ

の意見

R/D、プロジェク

ト各種報告書、各

種プロジェクト関

係会議議事録等の

資料、ターゲット

グループ（PTI教
官、小学校教員）、

専門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー、FGD

プロジェク

ト目標に至

るまでの外

部条件の影

響

外部条件は満たされたか、変

化したか、プロジェクトへど

のように影響したか、対応は

適切であったか

外部環

境変化

のプロ

ジェク

トとの

関係性

外部条件（小学校カリ

キュラムの改訂が予

定どおり行われる、教

科別研修/サブクラス

ター研修が継続され

る）に関する情報、専

門家、C/P、ターゲッ

トグループの意見

R/D、プロジェク

ト各種報告書、各

種プロジェクト関

係会議議事録等の

資料

ターゲットグルー

プ（PTI教官、小

学校教員）、専門

家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー

効

率

性

投入の適切

性

日本側投入：日本人専門家 投入の

量、内

容、時

期、計画

との比

較

分野、人数､派遣期間、

専門分野、能力、専門

家、C/P、ターゲット

グループの意見

R/D、プロジェク

ト各種報告書、各

種プロジェクト関

係会議議事録、投

入実績表等の資

料、ターゲットグ

ループ（PTI教官、

小学校教員）、専

門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー、FGD

日本側投入：機材供与 投入の

量、内

容、時

期、計画

との比

較

投入機材の種類、数

量、金額、目的

R/D、プロジェク

ト各種報告書、各

種プロジェクト関

係会議議事録、投

入実績表等の資

料、専門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー、観察

日本側投入：研修員受入 投入の

量、内

容、時

期、計画

との比

較

研修員所属機関、研修

受入人数、期間、研修

内容

R/D、プロジェク

ト各種報告書、各

種プロジェクト関

係会議議事録、投

入実績表等の資

料、元研修員、タ

ーゲットグループ

（PTI教官、小学

校教員）、専門家、

C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー、FGD

日本側投入：運営コスト費 投入の

量、内

容、時

期、計画

との比

較

活動予算額、支出額、

支出内容

R/D、プロジェク

ト各種報告書、各

種プロジェクト関

係会議議事録、投

入実績表等の資

料、専門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー

相手国側投入：C/P配置 投入の

量、内

容、時

期、計画

との比

較

C/P配置状況、人数、

能力

R/D、プロジェク

ト各種報告書、各

種プロジェクト関

係会議議事録、投

入実績表等の資

料、ターゲットグ

ループ（PTI教官、

小学校教員）、専

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー、FGD
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評価設問 判断基

準・方法
必要なデータ 情報源

データ収

集方法調査大項目 調査小項目

門家、C/P

相手国側投入：施設･設備 投入の

量、内

容、時

期、計画

との比

較

施設・設備の利便性、

ターゲットグルー

プ・専門家・C/Pの認

識

R/D、プロジェク

ト各種報告書、各

種プロジェクト関

係会議議事録、投

入実績表等の資

料、専門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー、観察

相手国側投入：運営コスト費 投入の

量、内

容、時

期、計画

との比

較

活動予算額、支出額、

支出内容

R/D、プロジェク

ト各種報告書、各

種プロジェクト関

係会議議事録、投

入実績表等の資

料、専門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー

投入に見合

ったアウト

プットの産

出

プロジェクト実施のための

投入に見合ったアウトプッ

トが得られているか

投入と

アウト

プット

の確認

アウトプット目標値

の達成状況、専門家・

C/Pの意見

R/D、プロジェク

ト各種報告書、各

種プロジェクト関

係会議議事録、そ

の他指標に関する

資料

ターゲットグルー

プ（PTI教官、小

学校教員）、専門

家、C/P

資料レビ

ュー、イ

ンタビュ

ー、観察、

FGD

他のODA
事業との連

携

JICA協力プログラム内事業

との協力、連携はどのように

進められたか

事実確

認と必

要性の

検証

関連事業情報 プログラム内各種

協力に関する資

料、プロジェクト

各種報告書、各種

プロジェクト関係

会議議事録等に関

する資料、ターゲ

ットグループ

（PTI教官、小学

校教員）、専門家、

C/P、プログラム

関係者

資料レビ

ュー、イ

ンタビュ

ー、FGD

効率性を向

上または阻

害した要因

効率性を向上させた要因は

何か

要因が

効率性

を向上

させる

影響度

プロジェクト活動に

関するデータ、専門

家、C/P、ターゲット

グループの意見

R/D、プロジェク

ト各種報告書、各

種プロジェクト関

係会議議事録等の

資料、ターゲット

グループ（PTI教
官、小学校教員）、

専門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー、FGD

効率性を阻害した要因は何

か

要因が

効率性

を阻害

する影

響度

プロジェクト活動に

関するデータ、専門

家、C/P、ターゲット

グループの意見

R/D、プロジェク

ト各種報告書、各

種プロジェクト関

係会議議事録等の

資料、ターゲット

グループ（PTI教
官、小学校教員）、

専門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー、FGD

イ

ン

パ

ク

ト

上位目標の

達成見込み

「小学校の

算数・理科

において新

しい教授法

に基づいた

各種活動が継続的に実施さ

れる見込みがある。

指標デ

ータの

現状把

握と数

値目標

設定

指標データ、専門家・

C/Pの認識

プロジェクト各種

報告書、各種統計

資料レビ

ュー、イ

ンタビュ

ー
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評価設問 判断基

準・方法
必要なデータ 情報源

データ収

集方法調査大項目 調査小項目

授業が定着

する」がプ

ロジェクト

終了後3－
5年に達成

されるか

波及効果 プロジェクトがもたらした

正負の影響は何か

影響の

確認

ターゲットグルー

プ・専門家・C/Pの認

識

R/D、プロジェク

ト各種報告書、

JCC議事録等の資

料、ターゲットグ

ループ（PTI教官、

小学校教員）、専

門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー、FGD

上位目標に

至るまでの

外部条件の

影響

外部条件は満たされたか、変

化したか、プロジェクトへど

のように影響したか、対応は

適切であったか

外部環

境変化

のプロ

ジェク

トとの

関係性

外部条件に関する情

報（PEDP3が予定通

り実施される、教員養

成ディプロマ課程

(DPEd）が継続され

る、改訂された小学校

カリキュラムに基づ

く教科書・教師用ガイ

ドの出版・配布が予定

どおり行われる）、専

門家、C/Pの意見

R/D、プロジェク

ト各種報告書、

JCC議事録等の資

料、専門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー

持

続

性

組織面 C/P機関の政策的位置付け 政策的

位置付

けに関

する事

実確認

専門家、C/Pの意見 プロジェクト各種

報告書、JCC議事

録等の資料、専門

家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー

C/P機関の経営・意思決定シ

ステム

意思決

定シス

テムに

関する

事実確

認

専門家、C/Pの意見 プロジェクト各種

報告書、JCC議事

録等の資料、専門

家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー

C/P機関の今後の方向性 今後の

方向性

に関す

る事実

確認

JICA、専門家、C/Pの
意見

プロジェクト各種

報告書、JCC議事

録等の資料、専門

家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー

C/P機関の人員配置の適切性 C/Pの人

数、能

力、モテ

ィベー

ション、

定着率

等の確

認

専門家、C/Pの意見 プロジェクト各種

報告書、各種プロ

ジェクト関係会議

議事録等の資料、

専門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー

プロジェクト管理の現状 運営管

理、モニ

タリン

グ等の

仕組み

に関す

る事実

確認

専門家、C/Pの意見 プロジェクト各種

報告書、各種プロ

ジェクト関係会議

議事録等の資料、

専門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー

財政面 C/P機関の予算手当て状況 相手国

側負担

割合の

相手国側の投入実績、

財務データ、専門家、

C/Pの意見

プロジェクト各種

報告書、各種プロ

ジェクト関係会議

資料レビ

ュー、質

問票、イ
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評価設問 判断基

準・方法
必要なデータ 情報源

データ収

集方法調査大項目 調査小項目

確認 議事録等の資料、

専門家、C/P
ンタビュ

ー

財政の透明性 財務デ

ータ（収

支）確認

相手国側の投入実績、

財務データ、専門家、

C/Pの意見

プロジェクト各種

報告書、各種プロ

ジェクト関係会議

議事録等の資料、

専門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー

技術面 技術移転したC/Pの業務習得

状況

C/Pの業

務習熟

状況

C/Pの業務に関する情

報、専門家、C/Pの意

見

プロジェクト各種

報告書、各種プロ

ジェクト関係会議

議事録等の資料、

専門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー

運営・研修マニュアルの整備

状況

運営・研

修マニ

ュアル

の質と

利用状

況

研修・運営等に関する

マニュアル、専門家、

C/Pの意見

プロジェクト各種

報告書、各種プロ

ジェクト関係会議

議事録等の資料、

専門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー

機材の維持管理手順の定着 機材管

理手順

の確認

機材維持管理に関す

る情報、専門家、C/P
の意見

プロジェクト各種

報告書、各種プロ

ジェクト関係会議

議事録等の資料、

専門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー

情報マネジメント 情報マ

ネジメ

ント状

況の確

認

情報マネジメントに

関する情報、専門家、

C/Pの意見

プロジェクト各種

報告書、各種プロ

ジェクト関係会議

議事録等の資料、

専門家、C/P

資料レビ

ュー、質

問票、イ

ンタビュ

ー
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＜JICA 本部＞

 南アジア部南アジア第四課 井上琴比企画役（JICA 協力プログラム、PRS 無償担当）

 南アジア部南アジア第四課 山中菜奈穂職員（JICA 協力プログラム、PRS 無償担当）

＜JICA バングラデシュ事務所＞

 JICA バングラデシュ事務所 廿枝幹雄所長

 JICA バングラデシュ事務所 富田洋行次長

 JICA バングラデシュ事務所 田中顕治所員

 JICA バングラデシュ事務所 武藤功企画調査員（ボランティア）

＜個別専門家＞

 山川由美子元専門家（元・初等教育アドバイザー、現・世界銀行）

 橋本和明専門家（初等教育アドバイザー）

＜小学校理数科教育強化計画フェーズ 2＞

 相馬敬専門家（総括/理科教育 1）

 馬場卓也専門家（副総括/教授法）

 加藤徳夫専門家（カリキュラム教科書行政/教育行政/援助協調）（質問票のみ）

 高橋光治専門家（算数教育 1）（質問票のみ）

 持佛賢一専門家（授業改善 1 /業務調整）

 大原健治専門家（算数教育 3）

 マール・シー・タン専門家〔カリキュラム開発（科学教育）〕

 田中香専門家（教育評価/モニタリング）

 中野明子専門家（研修管理/啓発活動 2）

＜青年海外協力隊＞

 赤塚梢隊員（平成 24 年度 1 次隊、ジョソール PTI 派遣小学校教諭）

 岩﨑光隊員（平成 23 年度 4 次隊、マイメンシン PTI 派遣小学校教諭）

 高野温己隊員（平成 24 年度 1 次隊、クスティア PTI 派遣小学校教諭）

 松井光夫隊員（平成 24 年度 2 次隊、ロングプール PTI 派遣小学校教諭）

 山崎透隊員（平成 24 年度 2 次隊、コミラ PTI 派遣小学校教諭）

 【フォーカス・グループ・ディスカッション】ボリシャル PTI 派遣太田明隊員、クス

ティア PTI 派遣高野温己隊員、ガジプール PTI 派遣佐藤雅子隊員、タンガイル PTI 派

遣白尾亜利沙隊員、ラッシャヒ PTI 派遣氏師大貴隊員、コミラ PTI 派遣山崎透隊員、

シレット PTI 派遣塩津静香隊員

３．主要面談者リスト

－39－



＜初等大衆教育省（MOPME）＞

 Dr. Imtiaz Mahmud, Deputy Chief

＜初等教育局（DPE）＞

 Md. Shayamal Kanti Gosh, Director General

 Md. Ruhul Amin, Director Training Division

 Ms. Nasima Khan, Deputy Director, Training Division

 Ms. Khursheda Begun, Assistant Director, Training Division

 Md. Delwar Hossain, Training Officer, Training Division

 Md. Kamrul Qader Chowdhury, Training Officer, Training Division

 Md. Fazlur Rahman Bhuyan, Director Program Division

 Md. Fazle Siddique Yahya, Deputy Director Program Division

 Mr. Hossain Mohammad Amran, Education Officer, General Administration Division

 Ms. Shamsun Nahar, Research Officer, Policy and Operation Division

＜国家カリキュラム教科書委員会（NCTB）＞

 Prof. Md. Shafiqur Rahman, Chairman（2014 年 3 月まで）

 Mr. Abul Kashem, Chairman（2014 年 4 月より）

 Mr. Abul Kashem, Chairman

 Ms. Hasmath Manwar, Curriculum Specialist

 Mr. Abu Hena Mashkur Rahman, Research Officer

 Ms. Lana Huma Khan, Specilist

 Md. Monjurul Alam Kh., Specialist

 Md. Murshid Aktar, NCTB

＜初等教育アカデミー（NAPE）＞

 Md. Nazmul Hasan Khan, Director General

 Md. Khandker Din Mohammad, Assistant Specialist (Science)

 Md. M.H.M. Ruhul Amin, Assistant Specialist (Math)

 Md. Shamsuddin Ahmed, Assistant Specialist (Monitoring & Supervising)

 Md. Mazharul Haque, Assistant Specialist (Science)

 Md. Shah Alam Sharker, Ex-Assistant Specialist (Math) (現在 Instructor, Lakshmpur PTI) 

＜ジョソール PTI＞

 Md. Kamurujjaman, Superintendent

 Md. Humayun Kabir, Instructor General –Math
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 Md. Nazmul Haque, Instructor General – Math

＜マイメンシン PTI>

 Ms. Dilpera Begun, Superintendent

 Ms. Shahena Yesmin, Instructor (Science)

＜ロングプール PTI>

 Ms. Nazma Begun, Superintendent

 Mr. Shamsuzzaman Mia, PTI Instructor General (Math)

 Mr. Niresh Chandra, Mukharjee, PTI Instructor General (Bangla)

 Ms. Nagima Parvin, PTI Science Instructor

＜ロングプールショドール郡教育関係者＞

 Ms. Afroze Jesmin, UEO

 Ms. Most. Masuma Akter, AUEO

 Mr. Faruq Hossain Munshi, URC Instructor

＜ニルファマリ PTI>

 Md Entazur Rahman, Instructor General (Math)

 Mr. Mehbubur Rahman, Physical Instructor (Science)

 Mr Raihan Faruk, Instructor General (Math)

＜他援助機関＞

 Dr. James Jennings, Regional Education Specialist, Australian Department of Foreign Affairs 

and Trade（旧 AusAID）

 Mr. Fazle Rabbani, Education Specialist, DfID

 Mr. Mohamad Mohsin, Education Manager, Education Section, UNICEF
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